




御所市には、神社仏閣や古墳など様々な歴史・文化資

源が数多く存在しており、金剛山・葛城山をはじめとした

緑豊かな自然と美しい景観が広がっています。御所市で

は平成２３年に市民一人ひとりが、心から住んで良かった

と思えるようなまちを目指して、「御所市第５次総合計画」

を策定し、市政運営を進めて参りました。

時代が平成から令和へと変わり、人口減少及び少子高

齢化、グローバル化、さらにICT、AI、IoTといった技術革

新などにより社会は大きな転換期を迎えています。また、

新型コロナウイルス感染症の流行により、働き方や生活様

式にも大きな変化が生じました。 今後、 誰もが安心して心

豊かに住み続けるためには、これらの社会情勢に対応し

令和 ３年 ３月

御所市長

つつ、子育て・教育環境の整備をはじめ、保健・医療の充実、農林・商工・観光などの産業の

振興と働く場の創出、併せて、行財政運営の効率化や地域活性化に取り組み、様々な面で

持続可能なまちづくりを目指す必要があると考えております。

このような時代の変化を踏まえ、御所市では将来都市像として「行きたい、住みたい、語り

たい。～自然と歴史を誇れるまち ごせ～」を掲げ、「御所市第６次総合計画」を策定いたし

ました。本計画では持続可能なまちを実現するための今後９年間の取組をお示しするととも

に、世界各国で取り組まれている持続可能な開発目標（SDGs）との関連性についても盛り

込んでおります。より良い持続可能な地方都市となるには「市民協働」の取組が必要であり、

市民一人ひとりがまちづくりの担い手として共に考え、地域、団体、企業、行政機関などが力

を合わせて行動することが非常に重要であると考えております。

最後になりましたが、本計画策定にあたり多大なご尽力を賜りました総合計画審議会委

員の皆様をはじめ、アンケートやパブリックコメントなどにおいて貴重なご意見を賜りました

市民の皆様に心から感謝申し上げます。今後も、引き続き市政に対するご理解、ご協力を賜

りますようお願い申し上げます。
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第1章 計画策定にあたって

第2章 御所市の特性と課題



第１章 計画策定にあたって

(１) 計画の目的

御所市（以下、本市）は、昭和48年（1973年）に第1次総合計画を策定して以降、

5次にわたり、長期的な視点のもとに総合的かつ計画的なまちづくりを推進してきま

した。

第5次総合計画の策定から10年が経過し、全国的な少子高齢化の進展や頻発・

激甚化する自然災害、インターネットの普及とICT機器の発展等、本市を取り巻く環

境は大きく変化しています。また、Society5.0※1の実現に向けた取組や持続可能な

開発目標（SDGs※2）の達成に向けた施策の展開等も求められています。さらに、令

和2年（2020年）の新型コロナウ イルス感染症の拡大は、我が国及び世界全体に

大きな影響をもたらし、感染症対策は危機管理上重大な課題となっています。

こうした状況を踏まえ、御所市第5次総合計画の計画期間が令和2年度（2020

年度）に最終年度を迎えることから、今後9年間のまちづくりの指針となる、令和3年

度（2021年度）からの御所市第6次総合計画を新たに策定します。

総合計画の沿革

※ 1 S o c i e t y 5 . 0 ： サ イ バ ー 空 間 （ 仮 想 空 間 ） と フ ィ ジ カ ル 空 間 （ 現 実 空 間 ） を 高 度 に 融 合 さ せ る こ と に よ り 、 地 域 、 年 齢 、

性 別 、 言 語 等 に よ る 格 差 な く 、 多 様 な ニ ー ズ 、 潜 在 的 な ニ ー ズ に き め 細 や か に 対 応 し た モ ノ や サ ー ビ ス を 提 供 す る こ

と で 経 済 的 発 展 と 社 会 課 題 の 解 決 を 両 立 し 、 人 々 が 快 適 で 活 力 に 満 ち た 質 の 高 い 生 活 を 送 る こ と の で き る 人 間 中

心 の 社 会 の こ と を い う 。 例 え ば 、 ド ロ ー ン や 自 動 運 転 、 人 工 知 能 （ A I ） 等 。

※ 2 S u s t a i n a b l e D e v e l o p m e n t G o a l s の 略 で あ り 、 平 成 2 7 年 （ 2 0 1 5 年 ） 9 月 の 国 連 サ ミ ッ ト で 採 択 さ れ た 令 和

1 2 年 （ 2 0 3 0 年 ） を 期 限 と す る 、 先 進 国 を 含 む 国 際 社 会 全 体 の 1 7 の 開 発 目 標 。

策定年 将来都市像等

御所市第1次総合計画 昭和48年（1973年）
住民が憩い楽しみながら生活できる
文化の薫り高い公園都市

御所市第2次総合計画 昭和56年（1981年） 緑に囲まれた生活文化都市を目指して

御所市第3次総合計画 平成3年 （1991年） 緑豊かな生活文化都市

御所市第4次総合計画 平成13年（2001年） 緑豊かな共生文化都市

御所市第5次総合計画 平成23年（2011年） 自然と笑顔があふれる 誇れるまち
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基本構想
将来都市像や
分野別方針

基本計画
基本構想を実現するための

取組や指標等

年度 令和3
(2021)

9年間（令和3〜11年度）

9年間（令和3〜11年度）

第3次総合戦略(令和7〜11年度)第2次総合戦略(令和2〜6年度)

令和4
(2022)

令和5
(2023)

令和6
(2024)

令和7
(2025)

令和8
(2026)

令和9
(2027)

令和10
(2028)

令和11
(2029)

御所市

まち・ひと・しごと

創生総合戦略

体系

総
合
計
画

基本
構想

基本
計画

(２) 計画の構成

御所市第6次総合計画は、これからの御

所 市 を ど の よ う な ま ち に し て い く か 、 と い う

本 市に と って 「 まち づくり 」 の基 本と な る 重

要な計画であり、最上位計画です。

総合計画は、将来都市像等を定めた「基

本構想」と、基本構想を実現するための取

組や指標等を示した「基本計画」で構成し

ます。

(３) 計画の期間

御所市第6次総合計画の計画期間は、令和3年（2021年）4月1日から令和12

年（2030年）3月31日までの9年間とします。

ただし、社会経済情勢等の変動により計画策定時の見通しと大きく変化が生じた

場合には、必要に応じて計画の見直しを行います。

なお、総合計画は、御所市まち・ひと・ しごと創生総合戦略 ※3と整合を図りながら

策定したものです。

※ 3 御 所 市 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略 ： ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 法 に 基 づ き 、 人 口 減 少 の 克 服 と 地 方 創 生 を 目 的 と し

て 、 国 の 総 合 戦 略 を 踏 ま え 、 御 所 市 が 総 合 的 か つ 計 画 的 に 講 ず べ き 施 策 等 を ま と め た 計 画 の こ と 。 総 合 計 画 と 総 合

戦 略 は 、 そ れ ぞ れ 策 定 目 的 に 共 通 す る 部 分 が あ り 、 密 接 な 関 係 性 が あ る た め 、 計 画 の 内 容 に つ い て 整 合 性 を 図 る 必

要 が あ る 。

3

用語解説



(４) 御所市を取り巻く時代の流れ

4

時代の流れ 御所市における課題

人口減少・
少子高齢化

我が国における将来の人口減少と少子高齢化
は依然として深刻な状況にあります。

国の推計では、2020年代初めは毎年50万人
程度の減少ですが、2040年代頃には毎年90万
人程度の減少スピードにまで加速するとされてい
ます。

本市においても人口減少・
少子高齢化が進展しています。
出生率の低下や高齢化の進
展に適応するまちづくりが必
要となります。

情報通信技術の
進展

今後、AI（人工知能）やIoT（モノのインターネッ
ト）等の情報通信技術がさらに進歩するとされて
います。

Society5.0の実現に向けて、ネットワークのさ
らなる強化と高度化が推進される見込みとなって
います。

AIやIoT等の新技術をまち
づくりに取り入れ、地域の課
題解決を図っていくことが必
要となります。

持続可能な開発
目標（ＳＤＧＳ）

国際社会の一員として、持続可能で多様性と包
摂性のある社会を実現するため、SDGsの推進が
求められています。多様な主体が、SDGsを原動
力とした地方創生の推進に取り組むことが求めら
れています。

地方創生やSDGsの実現
に向け、経済・社会・環境のバ
ランスに配慮した持続可能な
まちづくりを推進することが必
要です。

自然災害等の
脅威の顕在化

地球温暖化に伴う気候変動等を背景に、近年、
全国的に自然災害が頻発・激甚化しています。

新型コロナウイルス感染症の拡大は、人々の日
常生活や働き方等をはじめ、社会全体に大きな影
響をもたらしています。

災害により致命的な被害を
負わない強さと、速やかに回
復するしなやかさをもつ国土
強靭化の推進が必要です。

また、新たな感染症への対
策が危機管理上、必要となり
ます。

ライフスタイルや
価値観の多様化

我が国が直面している生産年齢人口の減少や
働き手のニーズの多様化等の状況を踏まえ、労働
者がそれぞれの事情に応じた働き方を選択できる
社会の実現が必要となります。女性活躍推進法、
働き方改革推進法等により、女性の活躍推進や、
多様で柔軟な働き方の実現に向けた対応が求め
られています。

働く女性への支援の充実
や企業への働きかけ、就業希
望者への支援等、多様で柔
軟な働き方を希望する市民の
ニーズを踏まえた取組が必要
となります。

市民主体の
まちづくり

人口減少社会において、多様化するライフスタイ
ルや価値観に対応していくためには、市民をまち
づくりの担い手として、行政と協働でまちづくりを
進めていくことがこれまで以上に重要となってきて
います。

市民自ら主体的にまちづく
りに参画し、「協働のまちづく
り」をより一層推進していくこ
とが求められます。



第２章 御所市の特性と課題
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(１) 御所市の特性

本 市 は 奈 良 県 北 西 部 に 位 置 し 、 西 部 に 金

剛 山 ・ 葛 城 山 が 峰 を 連 ね 、 東 南 部 の 丘 陵 地

から平野の広がる緑豊かな自然に囲まれた、

市域面積60.58㎞2の田園都市です。

大阪府に隣接していることから、大阪都心

部 ま で は 車 や 鉄 道 の 利 用 に よ り 約 1 時 間 圏

内 と な っ て い ま す 。 ま た 、 京 奈 和 自 動 車 道 の

開 通 に よ り 、 京 都 ・ 和歌 山 方 面 へ の ア ク セ ス

にも優れています。

市 内 は こ れ ま で 気 象 災 害 に よ る 被 害 が 少

なく、住みやすい環境となっています。

①位置・地勢

昭 和 33 年 （ 1958 年 ） 3 月 31 日 、 御 所 町

を 中 心 に、 葛 村 、 葛上村 、 大 正村の 4 町村 が

合併して御所市が誕生しました。

②市の沿革

本 市は 、 自然 と 歴 史・文 化に恵 まれ た ま ち

です。葛城山には四季それぞれの自然の美し

い風物と変化に富んだ登山コースがあり、つ

つじの名所としても有名で全国から多くの観

光客が訪 れ ます。 信 仰 の山 と して 親 し ま れ る

金剛山にも、多くの登山愛好家が訪れています。

5世紀から7世紀頃に天皇家の外戚として

権勢を誇った葛城氏や巨勢氏の史跡が市内

に数多く残されています。江戸時代に形成さ

れた御所まちには、当時のまちなみや文化が

今も息づいています。

③地域資源

御所まち

葛城川の桜

葛城山

ロープウェイ

室宮山古墳
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平成31年（2019年）の地目別土地面積の構成割合は、山林の占める割合が約

44％と最も高く、次いで、田が約31％であり、緑に恵まれたまちとなっています。

④土地利用

図 ： 地 目 別 土 地 面 積 の 構 成 割 合

※ 平 成 3 1 年 1 月 1 日 現 在

（資料）御所市統計書

農業については、農業経営体数、販売農家の経営耕地面積が減少傾向にあります。

農業・林業の従事者の年齢は約8割が60歳以上であり、従事者の高齢化が進ん

でいます。

工業については、事業所数及び従業者数ともに、年次による変動はあるものの、減

少傾向にあります。

商業については、平成26年（2014年）から平成28年（2016年）にかけて、小売

業の伸びにより全体として商店数及び従業者数ともに増えていますが、卸売業では

減少傾向にあります。年間商品販売額は、卸売業・小売業ともに増加しています。

⑤産業

図 ： 農 業 ・ 林 業 の 従 事 者 の 年 齢 の 構 成 割 合

（ 資 料 ） 総 務 省 「 平 成 2 7 年 国 勢 調 査 就 業 状 態 等 基 本 集 計 」

（ 資 料 ） 農 業 経 営 体 数 、 販 売 農 家 経 営 耕 地 面 積 ： 農 林 水 産 省 「農 林 業 セン サ ス 」

農 業 ・ 林 業 の 従 事 者 の 年 齢 ： 総 務 省 「平 成 2 7 年 国 勢 調 査 就 業 状 態 等 基 本 集 計 」

工 業 ： 経 済 産 業 省 「 工 業 統 計 調 査 」

商 業 ： 経 済 産 業 省 「経 済 セ ン サ ス - 活 動 調 査 （ 平 成 2 8 年 ） 」 「 商 業 統 計 調 査 （平 成 2 6 年 ） 」
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総人口は昭和55年（1980年）の約3.7万人から一貫して右肩下がりに減少して

います。

特に平成12年（2000年）の約3.5万人から平成27年（2015年）の約2.7万人

まで大幅に減少しています。

図 ： 人 口 の 推 移

⑥人口の推移

65歳以上の老年人口比率は増加のペースが速まっており、平成17年（2005年）

に25%を超え、平成27年（2015年）には37.2％となっています。

15～64歳の生産年齢人口比率は平成7年（1995年）以降、減少の傾向が進行し

ています。

15歳未満の年少人口比率は一貫して減少の傾向が進行しています。

図 ： 年 齢 3 区 分 別 人 口 の 推 移

（資料）総務省 「国勢 調 査 」

（資料）総務省 「国勢 調 査 」



(２) 市民の意識
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今後も御所市で「住み続けたい」「できるだけ住み続けたい」と思う人の割合は、

全体では約5割となっています。

年代が下がるにつれて定住意向が低くなる傾向が見られます。

①市民アンケート

定住意向

図 ： 「 今 後 も 御 所 市 に 住 み 続 け た い と 思 い ま す か 」 に 対 す る 回 答

御所市の良いところ（強み）、御所市の良くないところ（弱み）をたずねたところ、以

下に示す項目が多く挙げられています。

御所市の強み ・弱み

御所市の良いところ（強み） 御所市の良くないところ（弱み）

●豊かな自然（山・川・緑）や美しい景観

●歴史・文化・伝統の豊かさ

●安全・安心なまち

（災害や犯罪、事故が少ない） 等

●交通の便が悪い

●商業施設（飲食等）や娯楽の場（憩いの
場、公園、スポーツ施設等）が少ない

●若者の流出により、少子高齢化が進む

●駅周辺に活気がない 等
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図 ： ま ち づ く り の 満 足 度 ・ 重 要 度

満足度の評価が最も高い施策は「人権を大切にする施策の推進」となっています。

これまで人権施策を積極的に推進してきたことから、満足度が高く評価されており、

一方、他の施策より重要度が低く評価されているものと考えられます。

満足度の評価が最も低い施策は「市街地を中心とするまちづくり」となっています。

また、重要度の評価が最も高い施策は「企業誘致の推進」となっています。

満足度が低く、かつ重要度が高い施策は、「地域産業の振興」、「市街地外周部の

魅力あるまちづくり」、「企業誘致の推進」、「農林業の振興」、「観光の振興」、「地域

福祉の基盤整備と促進」であり、今後、優先的に取り組んでいくことが求められます。

施策の満足度 ・重要度
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市民と行政の協働によるまちづくり（環境保全活動やイベント活動、防災・減災に

関する活動等）について、「参加したことがない」人は全体で22.6％となっています。

20歳代、30歳代では「参加したことがない」人が約5割と高くなっています。

市民と行政の協働によるまちづくり

図 ： 市 民 と 行 政 の 協 働 に よ る ま ち づ く り に 参 加 し た こ と が な い 市 民 の 割 合

御所市が住みやすいと回答した児童・生徒の割合は、全体の約7割を占めています。

学年が上がるにつれ、「住みやすい」の割合は減少しており、小学5年生で約9割

近くであるのに対し、中学3年生では約6割に留まっています。

②小中学生アンケート

住みやすさ

御所市の良いところ（強み）、御所市の直した方がよいところ（弱み）をたずねたと

ころ、以下に示す項目が多く挙げられています。

御所市の強み ・弱み

御所市の良いところ（強み） 御所市の直した方がよいところ（弱み）

●自然（山・川・緑）が豊か

●地域の人がやさしく、親切

●安全・安心なまち

（災害や犯罪、事故が少ない） 等

●商業施設や娯楽施設が少ない

●公園や広場が少ない

●道路や歩道が安全でない 等

図 ： 御 所 市 の 住 み や す さ
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アンケートの実施概要

令和元年9月に開催した「コミックコンサート」の来場者に対して、御所市の新しい

計画づくりに向けたアンケートを実施したところ、下表のような結果となりました。

③イベントでの聞き取りアンケート

御所市の一番好きなところ
御所市のまちづくりにおいて

問題だと思うこと
今後、必要と思う取組

●自然が豊か

●静か、のどかなところ

●古いまちなみ、歴史ある
文化・史跡 等

●少子高齢化が進んでいる

●にぎわいや活気がない

●空き家・空き地が増加して
いる

●交通の便が悪い 等

●空き家・空き地の利活用

●雇用の創出・企業誘致

●子育て世代が住みやすい
まちづくり

●交通利便性の改善

● 買 い 物 ・ 娯 楽 施 設 等 の
充実 等

上記のほか、第6次総合計画の策定のための調査として、市民を対象に「第６次総合計画に関するWeb

アンケート」（令和2年（2020年）5～6月）を実施し、129名の市民から、「御所市総合計画」の認知度や

御所市のまちづくり全般に対するご意見・ご提案等を伺いました。

また、地域活動団体等を対象に「団体の活動や御所市のまちづくりに関するアンケート」（令和2年

（2020年）6月）を実施し、市内16団体から、活動上の課題や団体と市との連携、市のまちづくりへのご意

見・ご提案等を伺いました。

市民アンケート 小中学生アンケート
イベントでの

聞き取りアンケート

調査期間
令和元年（2019年）
9月27日～10月15日

令和元年（2019年）
9月中下旬

令和元年（2019年）
9月23日（月・祝）

調査対象
15歳以上の市民
3,000人を無作為抽出

【小学校5・6年生】
315人
【中学校全学年】
446人

「コミックコンサート」
来場者
（参加者142人）

有効回収数
1,317件
（有効回収率43.9％）

721件
（有効回収率94.7%）

77件

調査方法 郵送配布・郵送回収
学校を通して、手渡しに
より配布・回収

イベント会場で、聞き取り
や手渡しにより配布・回収
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(３) 御所市のまちづくりの課題

本市を取り巻く時代の流れや本市の特性、市民の意識等を踏まえて、本市のまち

づくりの課題を次の通り示します。

本市では若い世代の定住意向が低く、転出が多いことから、若い世代が住み続け

たいと思えるまちの形成は重要な課題の一つとなっています。

子育て世帯が暮らしやすいよう、子育て支援策・教育の充実や、生活の利便性を高

める取組が必要です。また、働く場の充実により、若者が働きやすい環境を整えること

も必要です。

若い世代が住み続けたいと思えるまちづくり課題①

本市の老年人口割合は増加傾向にあります。今後も人口減少・少子高齢化の進行

が見込まれる中で、持続可能で活力あるまちを実現するためには、高齢者が元気に

活躍できるまちを形成していくことが不可欠です。

健康寿命の延伸を図るための介護予防、健康づくり等の取組のほか、高齢者の生

きがいづくりや社会参加、地域交流を促進する取組が必要です。また、公共交通の充

実や自動運転の導入等により、高齢者が安心して外出できる環境づくりを進めること

も重要です。

さらに、障がいのある人の割合は増加傾向にあり、その保護者の高齢化も進行して

います。障がいのある人が安心して暮らせる環境づくりをはじめ、障がい者（児）福祉

サービスや自立を助けるための就労支援の充実等を進めることが必要です。

誰もが元気に生き生きと暮らせるまちづくり課題②

市民アンケート等では「駅周辺に活気がない」という意見が多く挙げられています。

近鉄・JR御所駅周辺の商業地では空き店舗等が増えており、中心市街地にふさわし

いまちの顔づくりやにぎわいづくりが求められます。商業・居住等の都市機能の充実

や低未利用地・空き店舗等の有効活用、中心市街地の回遊性を高める取組等が必

要です。

また、中心市街地の活性化をまち全体に広げていくとともに、市内全域でまちに活

気やにぎわいを生み出していくことが求められます。このため、交流拠点となる施設

の整備や移住・定住の促進等の取組を進めることが必要です。

中心市街地とまち全体の活性化を図るまちづくり課題③
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農林業については、従事者の高齢化が進行しています。農林業の活性化を図るた

めには、後継者の育成・確保のほか、農林業の高付加価値化、AI・ IoT等の新技術

の活用等が求められます。

商工業については、事業所数及び従業者数※ともに、年次による変動はあるものの、

減少傾向にあります。また、近隣都市等と比べると、本市は産業全体の事業所数が少

ないという特徴があります。地場産業の振興や既存の産業基盤の強化を図るととも

に、創業支援や企業誘致等により商工業のさらなる振興を図ることが必要です。

観光については、つつじのシーズンに観光入込客数が偏っていることから、一年を

通した集客が求められます。 そのためには既存観光資源の魅力向上やネット ワーク

化、観光客受入体制の整備等、観光産業の底上げが必要です。

産業の活性化を図るまちづくり課題④

※ 「 製 造 業 」 、 「 卸 売 業 、 小 売 業 」 に 関 す る 事 業 所 数 及 び 従 業 者 数

市民アンケート等では、災害や犯罪等が比較的少ないところが本市の良いところと

して認識されています。しかし、地球温暖化に伴う気候変動等を背景に、自然災害は

各地で頻発・激甚化しています。こうした中、災害により致命的な被害を負わない強

さと、速やかに回復するしなやかさをもつ「国土強靭化」の推進が求められています。

日ごろから災害や犯罪等に備えて、自助・共助による地域の防災力・防犯力を高

める取組が必要です。

安全・安心に暮らせるまちづくり課題⑤

市民アンケート等では、本市の良いところの上位に「自然」「歴史・文化」が挙げら

れ、市民にとっての誇りとなっています。こうした貴重な地域資源を次代に守り活かし

ていくことが求められます。

豊かな緑に恵まれた自然環境の保全や美しい自然景観の形成、環境にやさしいま

ちづくり等の取組が必要です。また、御所まちの古いまちなみや文化財の保全・活用

により、本市の魅力をさらに高めていくことが必要です。

貴重な地域資源である
「自然」「歴史・文化」を活かしたまちづくり課題⑥

市民アンケート等の結果からも、市民参画のまちづくりが積極的に進んでいるとは

言えない状況にあります。

人口減少社会において、多様化するライフスタイルや価値観に対応していくために

は、市民をまちづくりの担い手として、行政と協働でまちづくりを一層進めていくこと

が求められています。

市民参画・協働のより一層の推進を図るまちづくり課題⑦





第1章 将来都市像

第2章 分野別方針

第3章 将来推計人口

第4章 土地利用の基本方針

第5章 計画推進に向けて
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第１章 将来都市像

御所市第6次総合計画の将来都市像を次のように掲げます。

本市は、奈良県の大和平野の西南部に位置し、西部に金剛山・葛城山が峰を連ね、

東南部の丘陵地から平地の広がる緑豊かな自然に囲まれた田園都市です。春には、

葛城山の山頂から南側の斜面にかけてつつじが一面に咲き誇り、全国各地から訪れ

る人々を魅了し続けています。

こうした恵まれた自然とともに、国史跡である宮山古墳や巨勢山古墳群等の古墳

時代の遺跡や数多く点在する由緒ある神社・仏閣、古い町家や伝統的なまちなみが

現存する御所まちをはじめ、国・県の文化財に指定される貴重な史跡や建造物等も

多く残されており、はるか古から受け継がれてきた歴史が息づいているところも本市

の特徴となっています。

本市にとって貴重な地域資源であり、市民にとって誇りとなっている豊かな自然と

歴史・文化を次代に守り活かしていくことをこれからのまちづくりの基本とします。

その上で、若い世代が住みやすく、誰もが生き生きと暮らすことができ、まち全体の

魅力を高めることで地域経済が活性化するまち、そして、安全・安心な暮らし、自然と

歴史・文化を活かしたまちを市民の皆さんとともにつくっていくことによって、市外から

行きたい、市民も市外の人も住みたい、そして、御所市の良さを多くの人に語りたいと

思ってもらえるまちを目指して、将来都市像を「行きたい、住みたい、語りたい。～自然

と歴史を誇れるまち ごせ～」とします。

将来都市像

基本理念

行きたい、住みたい、語りたい。

～自然と歴史を誇れるまち ごせ～

いにしえ
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将来都市像実現のイメージ

⾏きたい

住みたい

語りたい

⼦や孫に
「ごせ」の良さを
つなぎたい

友⼈・知⼈に
「ごせ」の良さを
教えたい

これからもずっと
「ごせ」に

住み続けたい
魅⼒が多い
「ごせ」に

住んでみたい

つつじを観に
「ごせ」に
⾏きたい

「ごせ」の
歴史ロマンに
触れに⾏きたい

おもてなしの⼼や
⼈の温かさに触れ、
「ごせ」の⼈々に
また会いに⾏きたい

誰もが元気で豊かに暮らせるまち

⼈が輝き、魅⼒のあるまち

地域経済が活性化し、活⼒のあるまち

安全・安⼼な暮らしを⽀える
⽣活基盤が整備されたまち

市⺠とともに推進する持続可能なまち

⾃然と歴史・⽂化を活かすまち

わたしたちのまち「ごせ」が⽬指す姿
若い世代が住みやすく、豊かな⼼を育むまち



将来都市像将来都市像
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第２章 分野別方針

将来都市像の実現に向けて、7つの分野に区分して各分野ごとに政策を位置づけ、

それらの政策を具体化していくため総合的に施策を展開します。分野7は全ての分野

に関連するものとして位置づけています。

行きたい、住みたい、語りたい。
～自然と歴史を誇れるまち ごせ～

分野
1

【子育て・教育】

若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち

分野
2

【医療・福祉】

誰もが元気で豊かに暮らせるまち

分野
3

【中心市街地・にぎわい】

人が輝き、魅力のあるまち

分野
4

【産業・地域資源】

地域経済が活性化し、活力のあるまち

分野
5

【防災・暮らし】

安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち

分野
6

【自然・歴史】

自然と歴史・文化を活かすまち

分野7

〖協
働
・行
財
政
運
営
〗

市
民
と
と
も
に
推
進
す
る
持
続
可
能
な
ま
ち



分野1
【子育て・教育】

若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち

19

●若い世代が住みやすいよう、妊娠、出産、育児までの切れ目のない子育て支援の環

境や体制、教育・学習環境が充実したまちを目指します。

●市民の豊かな心を育むため、いつでも学べる学習環境やスポーツをしやすい環境

が充実したまち、一人ひとりがお互いを尊重して人権を大切にするまちを目指します。

政策 施策

1-1 子育て支援

①出産・育児支援の充実

②子育て環境の充実

③子育て支援体制の充実

1-2 学校教育
①教育・学習環境の充実

②地域で支える教育の推進

1-3 社会教育

①青少年の健全育成

②生涯学習の推進

③スポーツの振興

1-4 人権・多文化共生
①人権教育・啓発、多文化共生の推進

②男女共同参画の推進
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分野2
【医療・福祉】

誰もが元気で豊かに暮らせるまち

●福祉・医療・健康の施策を総合的に推進し、市民が住み慣れた地域で健やかに暮

らせるまちを目指すとともに、感染症対策が強化されたまちを目指します。

●高齢者や障がい者が元気で豊かに暮らせるよう、地域での見守りや支え合える仕組

みづくりを構築し、福祉サービスや社会参加の機会等が充実したまちを目指します。

政策 施策

2-1 地域福祉
①地域福祉の充実・強化

②社会保障制度の運営

2-2 高齢者福祉
①適切な介護・福祉サービスの推進

②社会参加・生きがいづくり

2-3 障がい者福祉
①障がい者（児）福祉の充実

②社会参加・就労支援

2-4 保健・医療・健康
①保健・医療体制の充実

②健康づくりの推進



分野3
【中心市街地・にぎわい】

人が輝き、魅力のあるまち
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●市の玄関口である近鉄・JR御所駅を中心とする市街地の整備・充実を進め、中心

市街地の魅力を高めることで、市全体の活性化を図ります。

●快適な歩行空間の形成や様々なイベントの開催等を通じて、人々の交流を生み出

し、にぎわいのあるまちを目指します。

政策 施策

3-1 中心市街地の活性化
①近鉄・JR御所駅周辺整備

②魅力あるまちなみの形成

3-2 地域活力の創造
①移住・定住の促進

②交流拠点づくり



イメージ写真
（仮）
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分野4
【産業・地域資源】

地域経済が活性化し、活力のあるまち

●地域経済がバランスよく活性化するよう、農林業、商工業の振興が図られるまちを

目指します。

●地域資源を活かした取組や新たな観光資源の発掘・活用、観光名所の魅力発信

等により、一年を通して多くの観光客が訪れるまちを目指します。

政策 施策

4-1 農林業

①農林業の経営基盤の充実

②農産物のブランド力向上と生産拡大

③多様な担い手の発掘・育成

4-2 商工業

①商工業の振興

②企業誘致

③創業支援

④物流拠点づくり

4-3 観光

①観光の振興

②魅力の創出・発信

③観光客受け入れ体制の充実



分野5
【防災・暮らし】

安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち
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●市民が安全・安心に暮らせるよう、防災・消防対策、防犯・交通安全対策の充実・

強化を図り、自助・共助・公助が相互に連携するまちを目指します。

●市民が快適に暮らせるよう、道路や公共交通、住まい、上下水道等の生活基盤が

整ったまちを目指します。

政策 施策

5-1 防災・消防
①防災の強化

②消防対策の充実

5-2 防犯・交通安全
①防犯・消費生活対策

②交通安全対策

5-3 土地利用・道路・交通

①計画性のある土地利用の推進

②道路の整備・維持管理

③公共交通の充実

5-4 生活基盤

①住まいづくり

②上下水道の整備

③火葬場・墓地の整備
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分野6
【自然・歴史】

自然と歴史・文化を活かすまち

●美しく豊かな自然環境を保全・継承するため、市民とともに美しい自然景観の形成

やごみの減量化、地域の美化活動が積極的に行われるまちを目指します。

●歴史・文化を活かしたまちの魅力創出につなげるため、歴史・文化の保全や活用、

文化の振興が図られるまちを目指します。

政策 施策

6-1 自然環境

①環境保全

②循環型社会の推進

③低炭素社会の実現

6-2 生活環境

①環境美化の推進

②良好な景観の形成

③公園・緑地の保全

6-3 歴史・文化
①歴史・文化資源の保存と活用

②文化の振興



分野7
【協働・行財政運営】

市民とともに推進する持続可能なまち
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●広報・広聴の充実による透明性が高い市政運営とともに、健全で効率的な行財政

運営を目指します。

●市民が主体的にまちづくりに関わることができるまちを目指します。また、自治体間

連携や多様な主体との連携が図られるまちを目指します。

政策 施策

7-1 広報広聴・
シティプロモーション

①広報・広聴の充実

②シティプロモーションの強化

7-2 自治体経営

①健全な行財政運営

②行財政運営の効率化

③組織の適正化と人材の育成・強化

④公共施設マネジメントの推進

7-3 協働・連携

①市民協働のまちづくり

②自治体間連携

③多様な主体との連携



令和11年度（2029年度）の目標人口
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第３章 将来推計人口

本市の人口動向を分析し、目指すべき人口の将来展望を示した「御所市人口

ビ ジ ョ ン 」 （ 令 和 2 年 3 月 策 定 ） に 基 づ き 、 御 所 市 第 6 次 総 合 計 画 の 目 標 年 次 で

ある令和11年度（2029年度）の人口を次のとおり設定します。

約2万2千人 の維持を目指します。

※ 御 所 市 人 口 ビ ジ ョ ン の 2 0 2 5 年 か ら 2 0 3 0 年 ま で の 将 来 展 望 人 口 を 案 分 し て 算 出 す る と 、 2 2 , 1 9 2 人

となります。

図 ： 将 来 の 人 口 の 見 通 し （ 2 0 1 5 年 ～ 2 0 6 0 年 ）

※ 社 人 研 と は 、 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 の こ と 。

（ 資 料 ） 2 0 1 5 年 以 前 ： 総 務 省 「 国 勢 調 査 」、 2 0 2 0 年 以 降 ： 市 独 自 推 計

図 ： 将 来 の 年 齢 3 区 分 別 人 口 の 見 通 し （ 1 9 8 0 年 ～ 2 0 3 0 年 ）



第４章 土地利用の基本方針

市街化区域内の住宅地において、道路・公共交通・上下水道・住まいづくり等の生

活環境の基盤整備を行い、将来にわたって快適で持続可能な居住環境の形成を図

ります。

市の玄関口となる近鉄・JR御所駅周辺の既成市街地等においては、空き家の活

用や低未利用地の活用により、定住促進を図ります。

1．中心市街地区域

①住宅エリア

近鉄・JR御所駅周辺の商業地は、市内公共交通の拠点であることから、通勤・通

学や観光等による駅利用者の利用に資する商業機能の充実を図ります。また、近鉄・

JR御所駅周辺から御所まちをつなぐエリア一帯の商業活性化を図り、生活環境の利

便性の維持向上と人のにぎわいを創出します。

②商業エリア

観光交流エリアにおいては、市民・地域活動団体・民間企業等と協働で地域資源

を活かしたまちづくりを推進するとともに、伝統的な町家・まちなみが数多く残る御所

まちの保全に努めます。また、宿泊施設や飲食店の誘致等にも取り組み、国内外から

の観光客の受け入れ体制を構築し、観光の交流拠点として整備を図ります。

③観光交流エリア

近鉄・JR御所駅周辺北側及び中心市街地区域の南側に位置する住宅地には地

場産業工場が立地しており、京奈和自動車道のICも近いことから交通の利便性が

高く、今後も工場立地の需要が見込まれるため、周辺の住環境に配慮しながら工場

の立地を誘導し、安定的な操業環境の確保を図ります。

④住工複合エリア

南北に縦断する国道24号は、近鉄・JR御所駅周辺の中心市街地を通っており、京

奈和自動車道のICへの乗り入れも容易であることから、大阪・京都・和歌山への交

通の利便性に優れています。また、市民生活や地域経済活動を支える幹線道路とい

うこともあり、交通量が多いことから沿道に適した商業施設の進出を促し、生活環境

の利便性の向上を図ります。

⑤沿道サービスエリア

27
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国道24号に隣接する御所工業団地は、地域産業や地元雇用を支える拠点として位

置づけています。一方、広域幹線道路の結節点となる京奈和自動車道の御所ICに隣

接する地域では、奈良県と本市が協働で中南和地域における自立的な地域経済構造

の構築を目指した産業集積地の整備を図ります。また、産業集積地を含めた御所IC

付近のエリアを新たな工業区域ゾーンとして位置づけ、比較的大規模な製造業・物流

業の立地を促進し、魅力的な雇用の場の創出に向けた産業基盤の構築を図ります。

2．工業区域

平野部に広がる農用地は営農が盛んで、高い生産性が期待できることから、農業の

生産基盤を活かしながら、集落地の生活環境の改善を進め、優良な農地の保全を図

ります。また、田園は都市における貴重な自然空間となるため、田園の景観保全に努め

ます。

3．農業区域

金剛山・葛城山の山頂一帯は国定公園に指定され、ヤマツツジやギフチョウ、カタク

リ等の自然が豊かで、本市を代表する観光資源となっていることから、気軽に訪れるこ

とができるレクリエーション登山や自然とのふれあいの場としての整備を図ります。また、

市の中央部に位置する秋津地区には、国史跡である宮山古墳や巨勢山古墳群のほか、

著名な條ウル神古墳等があり、本市の悠久の歴史を体感できる場として活用を図りま

す。南部にある天然温泉施設を中心とする地域は、観光交流ができるレクリエーション

の場として活用を図ります。

4．観光・文化・レクリエーション区域

市民運動公園と新たに建設する健康増進施設を大規模公園区域として位置づけ、

市民がスポーツや健康づくりに親しむことができるよう、スポーツ・レクリエーション機

能の向上を図ります。

5．大規模公園区域

市西部の金剛葛城山麓並びに東部の山地・丘陵地は、古より緑豊かな自然が残る

地域で、本市のシンボル的な存在でもあることから、これまでの美しい自然環境と景観

を次代へ引き継いでいくために適切な保全を図ります。

6．自然保全区域
いにしえ
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中心市街地区域の南側に位置する農業区域のうち、京奈和自動車道や国道24号・

国道309号、JR和歌山線に囲まれた交通利便性の高い区域においては、土地を有効

に活用した魅力ある都市空間の形成を進めることにより、さらなる地域の活力の向上

とにぎわいの創出を図ります。

7．都市活力創出区域

将来的に京奈和自動車道の御所ICから御所南ICにかけての高架下に側道が整備

されることで、各方面からの側道利用の高まりが予想されます。その側道と交差する国

道309号の沿線エリアを産業基盤の強化を図る拠点として位置づけ、周辺地域との

環境調和に十分留意しつつ、産業施設の立地誘導を検討します。

８．産業創出検討区域

土地利用構想図
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第５章 計画推進に向けて

御所市第6次総合計画の将来都市像の実現に向け、以下の考え方で計画を推進

します。

市民が主体的にまちづくりに関わることができる体制を整え、市民がまちに関わる活

動を通して、お互いを思いやり、ともに支えあえる「協働のまちづくり」を基本として計

画を推進します。市民・民間事業者、地域活動団体等との協働をより一層強化し、「民

間活力」を結集して施策の展開を図ります。

１．市民が主役の支えあいのまちづくり

限られた財源の有効活用を図るため、総合計画基本計画に位置づける施策・取組

の実施内容について、事務事業ごとに毎年実施する「実施計画評価」に基づき、事業

内容を計画（Plan）し、取組結果（Do）を管理し、その達成状況を必要性・有効性・効

率性等の観点から評価（Check）して、今後の改善（Action）を図ります。このPDCA

サイクルにより総合計画基本計画の進行を管理するとともに、事業目的・費用対効果

を検証し、施策の優先順位を明確にしながら計画を推進します。

２．PDCAサイクルによる施策の優先順位の明確化

Society5.0の実現に向けた技術は、自動化により人手不足を解消することができ

るとともに、地理的・時間的制約を克服することが可能とされています。また、市民の生

活の利便性と満足度を高める上で有効であり、地域の魅力を一層向上させることが期

待されています。こうした新技術を積極的に活用し、様々な地域の課題解決と魅力創

出に取り組みます。

また、持続可能な開発目標（SDGs）は、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取

り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指して、経済・社会・

環境を巡る広範な課題解決に統合的に取り組むものです。総合計画を推進するにあ

たっても、SDGsの理念に沿って進めることにより、地域の課題解決を図るとともに、地

方創生の取組の一層の充実・深化につなげます。

３．新しい時代の流れへの対応



（①貧困） （②飢餓） （③保健） （④教育）

（⑦エネルギー） （⑧成長・雇用） （⑨イノベーション） （⑩不平等）

（⑬気候変動） （⑭海洋資源） （⑮陸上資源） （⑯平和）

（⑤ジェンダー） （⑥水・衛生）

（⑪都市） （⑫生産・消費）

（⑰実施手段）
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市民ニーズや社会経済情勢の変化に的確に対応し、長期的視野に立って健全な行

財政運営を推進するとともに、持続可能な財政構造への転換を図ります。また、公共施

設については、近年老朽化が進んでいる施設が多く、今後一斉に更新時期を迎えるこ

とが予想されることから、最適に維持管理・有効活用を行うことで、市民サービスの維

持・向上と安定した行財政運営を両立させるための取組を推進します。

４．健全な行財政運営の推進

SDGｓの１７の目標

「SDGs（持続可能な開発目標）」は、2015年9月の国連サミットで加盟国の全会一致で

採択された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。

17のゴール・169のターゲットから構成されており、地球上の「誰一人取り残さない」ことを

誓っています。

SDGs の根幹にある「持続可能な開発」とは、「将来世代のニーズを損なわずに、現代世代

のニーズを満たす開発」のことをいいます。SDGs にはあらゆる分野における社会の課題と⻑

期的な視点でのニーズがつまっており、発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニ

バーサル（普遍的）なものとして、行政・企業・個人を問わず取り組むことが求められていること

から、日本でも積極的に取り組んでいます。

SDGsの理念は、本市の施策を進めていく上でも重要な観点であるため、御所市第6次総

合計画においても、 SDGsの理念を踏まえながら各取組を推進し、「持続可能なまちづくり」と

「地域活性化」の実現を目指します。



御 所 市 第 6 次 総 合 計 画

基 本 構 想 基 本 計 画

将来
都市像

分 野 政 策

行
き
た
い
、
住
み
た
い
、
語
り
た
い
。
˜
自
然
と
歴
史
を
誇
れ
る
ま
ち

ご
せ
˜

１.若い世代が住みや
すく、豊かな心を育
むまち

1-1 子育て支援 P.34

1-2 学校教育 P.36

1-3 社会教育 P.38

1-4 人権・多文化共生 P.40

2.誰もが元気で豊か
に暮らせるまち

2-1 地域福祉 P.42

2-2 高齢者福祉 P.44

2-3 障がい者福祉 P.46

2-4 保健・医療・健康 P.48

3.人が輝き、魅力の
あるまち

3-1 中心市街地の活性化 P.50

3-2 地域活力の創造 P.52

4.地域経済が活性化
し、活力のあるまち

4-1 農林業 P.54

4-2 商工業 P.56

4-3 観光 P.58

5.安全・安心な暮らし
を支える生活基盤
が整備されたまち

5-1 防災・消防 P.60

5-2 防犯・交通安全 P.62

5-3 土地利用・道路・交通 P.64

5-4 生活基盤 P.66

6.自然と歴史・文化を
活かすまち

6-1 自然環境 P.68

6-2 生活環境 P.70

6-3 歴史・文化 P.72

7.市民とともに推進す
る持続可能なまち

7-1 広報広聴・シティプロモーション P.74

7-2 自治体経営 P.76

7-3 協働・連携 P.78

子育て・教育

医療・福祉

中心市街地・にぎわい

産業・地域資源

防災・暮らし

自然・歴史

協働・行財政運営



分野1 若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち【子育て・教育】

分野2 誰もが元気で豊かに暮らせるまち【医療・福祉】

分野3 人が輝き、魅力のあるまち【中心市街地・にぎわい】

分野4 地域経済が活性化し、活力のあるまち【産業・地域資源】

分野5 安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち【防災・暮らし】

分野6 自然と歴史・文化を活かすまち【自然・歴史】

分野7 市民とともに推進する持続可能なまち【協働・行財政運営】



現状と課題

政策指標

関連する主な市の条例 ・計画等

政策方針（目指すまちの姿）
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政策１-１ 子育て支援

●結婚から妊娠、出産、子育てまで、切れ目ない支援と家庭や地域での支え合い

により、子育て世代が子育てしやすいと実感できるまちを目指します。

●子育て支援策の充実により、安心して子育てができるようになり、若い世代が住

み続けたくなるまちを目指します。

ネウボラ※、子育てサポーター、子育て包

括支援センター、子育てサークル、保育

所 、 幼 児 園 、 幼 稚 園 、 認 定 こ ど も 園 、 児

童虐待、家庭相談、子ども医療費助成

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

子育てしやすいまちだと思う
市民の割合

市民アンケートで「とてもそう
思う」「そう思う」と回答した
市民の割合

23% 50%

●少子化や核家族化が全国的に進んでいます

が、働き方の多様化や女性が社会的に進出

していく中で共働き世帯が増加し、延長保育、

休日保育、病児保育等、保育に対するニーズ

は増加・多様化してきています。

●本市は、幼保一元化や幼児教育・保育の無

償化等の取組を進めてきましたが、市民アン

ケートでは「子育てがしやすいまち」だと思う

人の割合は全体で約2割に留まっています。

●安心して子どもを産み、育てるためには育児

不安を軽減する支援や、子育て世代の経済

的負担の軽減を図り、関係機関と連携して子

育てを支援していくことが必要です。

●家庭や地域でお互いに助け合おうとする関

係が希薄化していることから、市民や地域と

協働で、互いに支え合う体制の構築が求め

られています。

キーワード

●御所市子ども医療費の助成に関する条例

●御所市歯と口腔の健康づくり推進条例

●御所市子ども・子育て支援事業計画

●御所市健康増進計画及び食育推進計画

分野1 若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち 子育て・教育

◆ 運動遊びの様子
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施策と主な取組

●子どもが健やかに育つように、子どもと関わる時間を多くもつとともに、地域全体

で子どもを見守り、子育て世代をサポートします。

市民の役割

取組指標

※ ネ ウ ボ ラ ： フ ィ ン ラ ン ド で 制 度 化 さ れ 、 整 備 さ れ て い る 子 育 て 支 援 を 行 う 地 域 拠 点 の こ と 。 妊 娠 ・ 出 産 等 に 係 る 相 談 支 援

や 他 の 支 援 機 関 と の 連 携 等 を 行 う も の 。 日 本 で は ネ ウ ボ ラ を 参 考 に 、 「 子 育 て 包 括 支 援 セ ン タ ー 」 の 整 備 を 進 め て い る 。

な お 、 御 所 市 で は 「 子 育 て 包 括 支 援 セ ン タ ー 」 を 「 わ く わ く 子 育 て セ ン タ ー 」 と 称 し て い る 。

施 策 主 な 取 組

1. 出 産 ・ 育 児
支援の充実

子 育 て 世 代 の 様 々 な ニ ー ズ
に 対 応 し、 安心 して 出 産・ 育 児
ができる環境を整えます。

妊娠・出産・子育てに対する
悩 み や 不 安 の 解 消 に つ な が る
ように、子育て世帯向けの教室
や相談の場の充実を図ります。

●出産に向けての支援
●新生児訪問の実施
●乳児・幼児健診の実施
●Helloベビー 教室・パパママ教室・

ママ’ｓキッチンの開催
●相談窓口の充実
●妊婦健康診査の実施
●幼児歯科検診の実施
●フッ化物洗口の実施
●チャイルドシート等購入費補助

2.子育て環境
の充実

幼 児 期 の 子 ど も の 健 や か な
成長を促すため、幼児教育・保
育の環境充実を図ります。

保 護 者 が 就 労 等 に よ り 昼 間
家 庭 に い な い 小 学 校 に 就 学 し
て い る 児 童 の 健 全 な 育 成 の た
め、学童保育の充実を図ります。

● 保 育 所 ・ 幼 児 園 に お け る 世 代 間 や
異年齢児との交流の推進

●認定こども園の整備
●学童保育の充実
●就学前教育の充実

3.子育て支援
体制の充実

家庭の経済状況に関わらず、
地域で孤立することなく切れ目
の な い 子 育 て が で き る よ う 、 経
済 的 支 援 や 家 庭 相 談 等 、 総 合
的な支援に取り組みます。

●子育てにかかる経済的負担の軽減
●乳幼児・小学生・中学生を対象とし

た医療費の助成
●家庭相談、ひとり親家庭相談の充実

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

Helloベビー教室・パパママ教室・ママ’ｓキッチン参加者数 11人 15人

母子保健や育児に関する相談件数（子育て包括支援センター） 145件 160件

学童保育利用者数 261人 330人

家庭相談啓発箇所数 3箇所 4箇所

用語解説



現状と課題

政策指標

関連する主な市の条例 ・計画等

政策方針（目指すまちの姿）
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政策１-２ 学校教育

●地域を愛し、ふるさと御所を誇りに思う子どもの育成を目標に、子どもたちの学

び続ける力、自立する力、他者と関わる力、未来を切り拓く力を育てます。

●学校と家庭、地域が連携・協働して、地域全体で子どもを支えることができるま

ちを目指します。

学力向上、GIGAスクール構想、ICT教

育、学校給食、シティズンシップ教育、教

育相談、学校規模適正化、コミュニティ・

スクール、学校・地域連携

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

家庭・地域・学校における教
育の推進に満足している市
民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

62% 70%

●GIGAスクール構想※1の実現に向けた取組が全国的

に進められており、多様な子どもたちを誰一人取り残

すことなく、資質・能力を育成し、確かな学力を身に付

けることができるICT教育環境の充実とICT機器を活

用するための教員の指導力向上が求められています。

●少子化により小規模校・少人数学級が増えており、集

団の中で自己主張したり、他者を尊重したりする経験

が積みにくく、社会性やコミュニケーション能力を身に

付けづらくなっています。

●学校だけでなく、家庭・地域の中で様々な人と関わる

教育を推進していく必要があります。

●学校施設の老朽化が進んでおり、今後の学校のあり

方について早急に方向性を示す必要があります。

●市の将来を担う子どもを育成するため、御所市らしさ

を取り入れた特色ある教育により郷土愛の醸成を図り、

市民としての意識を育てるシティズンシップ教育 ※2が

求められます。

キーワード

●御所市立学校設置条例

●御所市教育委員会会議規則

●御所市立学校の管理運営に関する規則

●御所市学校給食センター管理運営規則

●御所市教育大綱

●御所市学校施設長寿命化計画

分野1 若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち 子育て・教育

◆ ICTを活用した授業
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施策と主な取組

●子どもたちの将来の可能性をあらゆる分野で広げられるよう、保護者同士や地

域全体で情報共有を図り、助け合い、子どもの活動を支援し、健やかな成長を見

守ります。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 教 育 ・ 学 習
環境の充実

子 ど も た ち の 「 生 き る 力 」 を
はじめ、地域を愛し「ふるさと御
所」を誇りに思い、未来の御所
市を切り拓く力を育むため、教
育・学習環境の充実を図ります。
また、保護者の教育に関する悩
み や 不 登 校 児 童 ・ 生 徒 へ の 対
応を迅速かつ的確に行うため、
学校・家庭・地域が連携しなが
ら、支援の充実を図ります。

施設や設備の計画的な整備
を行い、教育環境の充実を図り
ます。

●御所市の特色を活かした教育の推進
●小・中学校における学校評価の推進
●日本語指導支援員・特別支援教育支

援員の配置
●教育相談の充実
●不登校児童や生徒の心理的・教育的

支援
●安全で安心な栄養バランスの取れた

学校給食の提供
●小・中学校施設の長寿命化の推進
●小・中学校の新たな学校づくりの基本

構想策定
●時代に即応した教材備品や図書の購入
●ICT教育の推進による学力の向上

2.地域で支え
る教育の推進

地域と共にある学校づくりを
目 指 し 、 多 様 な 学 習 機 会 を 提
供するとともに、学校と家庭、地
域が連携・協働して子どもを育
てる環境づくりを進めます。

●多様な学習機会の提供
●学校コミュニティの推進
● 小 学 生 を 対 象 と し た 放 課 後 子 ど も

教室の開催
●中学生を対象とした地域未来塾の

開催
●PTAや地域との連携

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

「授業にICTを活用して指導ができる・ややできる」「児童生徒
のICT活用を指導できる・ややできる」と回答した教員の割合
（文部科学省 教員のICT活用指導力調査）

69％ 85％

「授業の内容がよくわかる・わかる」と回答した児童・生徒の割
合（全国学力・学習状況調査）

79％ 85％

「自分にはよいところがあると思う」と肯定的な回答をした児童・
生徒の割合（全国学力・学習状況調査）

77％ 80％

コミュニティ・スクール※3設置校数 1校 10校

用語解説

※ 1 G I G A ス ク ー ル 構 想 ： 義 務 教 育 を 受 け る 子 ど も た ち 一 人 ひ と り に 最 適 な 教 育 を 提 供 す る た め 、 1 人 １ 台 の コ ン ピ ュ ー

タ ー 端 末 と 高 速 大 容 量 の 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク を 一 体 的 に 整 備 す る こ と で I C T 教 育 （ 子 ど も た ち の 学 習 へ の 興 味 ・ 意 欲

を 高 め 、 学 習 内 容 を わ か り や す く 説 明 す る た め 、 パ ソ コ ン や イ ン タ ー ネ ッ ト 等 の 情 報 通 信 技 術 を 活 用 し た 教 育 手 法 の

こ と ） を 進 め 、 学 び の 充 実 を 目 指 す も の 。

※ 2 シ テ ィ ズ ン シ ッ プ 教 育 ： 子 ど も た ち が 将 来 、 市 民 と し て の 十 分 な 役 割 を 果 た せ る よ う に 、 早 い 段 階 か ら 社 会 の 一 員 と し

て の 自 覚 を 促 し 、 市 民 と し て 必 要 な 素 養 を 育 て る 教 育 。

※ 3 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ー ル ： 学 校 運 営 協 議 会 制 度 の こ と で 、 保 護 者 や 地 域 の 声 を 学 校 運 営 に 直 接 反 映 さ せ 、 保 護 者 ・ 地

域 ・ 学 校 ・ 教 育 委 員 会 が 一 体 と な っ て よ り 良 い 学 校 を 作 り 上 げ て い く こ と を 目 指 す も の 。
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政策指標

関連する主な市の条例 ・計画等

政策方針（目指すまちの姿）
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政策１-３ 社会教育

●誰もが学びたいときに学べる環境や、生涯にわたってスポーツに親しめる環境

が整ったまちを目指します。

●生きがいをもって活躍する市民が増えるとともに、生涯学習を通じて、世代を超

えた交流やふれあいがあるまちを目指します。

青少年健全育成、青少年指導員、ネット

リテラシー※、生涯学習、図書館、公民館

教室、生きがいづくり、講座、趣味、交流、

世代間交流、自主クラブ、文化・芸術活

動、生涯スポーツ、スポーツ推進委員

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

生涯学習の充実に対して満
足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

59% 70%

●ライフスタイルや核家族化等の家庭環境の変

化、人間関係の希薄化 、情報化の急速な進

展等、青少年を取り巻く環境は大きく変化し

て き ており 、 こ れ らは 児童 ・ 生徒 の 不 登 校 問

題と関係していると言われています。そのため

の適切な対応・支援体制の充実が必要です。

●ICTを活用した学習機会が増加する中で、イ

ンターネット上でのモラルや情報活用力を身

に付ける機会が必要です。

●活字離れが進む中、読書習慣の定着を図る

ためには、図書の充実や利便性の向上が必

要です。

●文化・芸術及びスポーツ活動等を通して、趣

味・生きがいづくりや体力向上・健康寿命延

伸を図るとともに、人との交流による社会や

地域とのつながりが持てる環境を整えていく

必要があります。

キーワード

●御所市立図書館条例
●御所市文化ホール条例
●御所市文化交流センター条例
●御所市体育施設条例
●御所市都市公園条例
●御所市公民館条例
●御所市青少年センター設置規則
●御所市社会教育施設長寿命化計画
●御所市公園施設長寿命化計画

分野1 若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち 子育て・教育

◆ 金剛葛城山下一周駅伝大会
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施策と主な取組

●生涯心豊かに過ごし、充実した人生を送るため、自己を磨き、主体的な学習を継

続します。

●あらゆる世代にわたって生涯学習講座やスポーツイベント等に積極的に参加し、

そこで身に付けた知識と経験、技能を地域社会に役立てます。

●地域における青少年の見守り活動に協力し、青少年の育成、社会性、規範意識

の向上を目指します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.青少年の健
全育成

青少年の豊かな人間性と 自
主性、社会性、協調性を養うた
め、主体的な活動ができる場や
機会の提供を図ります。

青少年が健やかに成長し、自
立できるよう、家庭、地域、学校、
関 係 行 政 機 関 が 一 体 と な っ て
青少年の健全育成に努めます。

●青少年を対象とした体験活動等の
充実（青少年チャレンジ講座・青少
年サマーキャンプ等）

●青少年リーダー・ボランティアの育成
●青少年健全育成のための広報啓発

活動等の実施
●青少年相談の充実
●青少年指導員の活動強化

2.生涯学習の
推進

市 民 の 自 主 的 ・ 主 体 的 な 学
習活動を支援するため、誰でも
気軽に学習できる環境づくりを
目 指 し 、 図 書 館 の 機 能 充 実 や
文 化 振 興 の た めの 催し物の 開
催等を行います。

● 図 書 館 に お け る 図 書 、 郷 土 資 料 等
の充実

●文化芸術の振興
●公民館等における教室、講座の充実
●社会教育関係団体との連携・協力

3. ス ポ ー ツ の
振興

市 民 の 健 康 づ く り 及 び 体 力
向上を目指し、誰もが気軽にス
ポーツに参加できる機会の充実
や人材育成等に取り組みます。

ま た 、 ス ポ ー ツ に 親 し め る 場
所の充実や利用促進を図ります。

● ス ポ ー ツ を 通 じ た 他 都 市 と の 交 流
創出

●健康増進スポーツ施設の整備
● ス ポ ー ツ イ ベ ン ト 、 ス ポ ー ツ 教 室 の

充実
●スポーツ推進委員の活動強化

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

青少年サマーキャンプ参加者数 17人 30人

青少年体験を経て、青少年リーダーになった数 6人 12人

学習支援ボランティア登録者数 438人 450人

市民１人あたりの図書館図書貸出冊数 2.3冊 2.5冊

各種講座・教室数（中央公民館・葛公民館・文化交流センター） 35教室 38教室

金剛葛城山下一周駅伝の参加団体数 113チーム 120チーム

用語解説

※ ネ ッ ト リ テ ラ シ ー ： イ ン タ ー ネ ッ ト を 正 し く 理 解 し 、 自 分 で 情 報 選 択 を 行 い 、 正 し く 使 い こ な す こ と が で き る 能 力 の こ と 。
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政策１-４ 人権・多文化共生

●市民一人ひとりが様々な人権問題について正しい知識と認識を持ち、お互いを

尊重することができる、差別のないまちを目指します。

●国籍・性別等に関わらず、誰もが個性と能力を十分に発揮でき、自分らしく生活

することができるまちを目指します。

水平社、人権教育、人権啓発、人権のま

ち づ く り 、 DV、 多 文化 共生 、 国際化、多

言語化、男女共同参画、パートナーシッ

プ、女性活躍、多様性、LGBTQ※1

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

人権を大切にする施策の推
進に満足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

73% 80%

●水平社発祥の地としての歴史を有しており、これまで人権尊重のまちづくり等に積極
的に取り組んできた結果、市民アンケートでは「人権を大切にする施策の推進」に対
する満足度がもっとも高くなっています。これからも、より一層の人権教育の充実と啓
発等の取組を推進する必要があります。

●人権問題については性別や障がいの有無等による差別や各種ハラスメント※2、ドメ
スティックバイオレンス（DV）※3や子ども・高齢者に対する虐待、文化や生活習慣等
の違いによる外国人に対する偏見のほか、近年はインターネット上での無責任な誹
謗中傷やプライバシー侵害等、多様化してきています。

キーワード

●御所市人権擁護に関する条例

●御所市人権施策に関する基本計画

●御所市男女共同参画基本計画

分野1 若い世代が住みやすく、豊かな心を育むまち 子育て・教育

●本市においても外国籍の住民が増え
てきており、日常生活を支障なく送る
ことができるよう支援し、文化の違い
等への相互理解を深めるとともに、多
文化が共生する社会の構築を目指し
ていく必要があります。

●本市では女性の就業率が低いため、
女性への就業支援を行うだけでなく、
男性への家庭・地域への参画支援を
行うことで女性の社会進出やワーク・
ライフ・バランス ※4を推進する必要が
あります。

◆ 差別をなくす市民集会
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施策と主な取組

●一人ひとりが人権問題や多文化共生に正しい認識をもって生活し、互いを尊重

し助け合うことができる地域社会をつくります。

●人権に関わる集会・講演会等へ積極的に参加します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 人 権 教 育 ・
啓発、多文化
共生の推進

人 権 教 育 ・ 啓 発 の 推 進 及 び
多文化共生の理解促進のため、
様 々 な 取 組 や 学 校 教 育 ・ 社 会
教 育 等 を 通 し て 人 権 意識 の 高
揚を図ります。

子どもたちが心豊かに生きる
力を育むため、一人ひとりの人
権が尊重され、互いの違いを豊
か さ と し て 認 め ら れ る よ う な 環
境づくりを進めます。

在住外国人が日々の生活を
円滑に過ごせるよう情報提供を
行うとともに、地域の一員として
共に暮らせる社会をつくるため、
相互理解を深めます。

●人権尊重のまちづくりの推進
●人権に関わる集会・講演会等の実施
●人権セミナーや講座の実施
●行政内啓発の推進
●人権相談の充実
●人権が尊重される学校・幼稚園・保

育所づくりの推進
●多文化共生教育の推進
●在住外国人向けの情報提供
●外国人にもわかりやすいやさしい日

本語の普及と活用

2.男女共同参
画の推進

性別に関わりなく、個性と 能
力を最大限に発揮し、自分らし
い 生 き 方 を 選 択 で き る よ う 、 男
女共同参画意識の浸透を図り、
社 会 の あ ら ゆ る 分 野 に お い て
誰もが平等に参画し、活躍でき
るよう取組の充実を図ります。

●男女共同参画の啓発の推進
●女性相談の充実（ DV、各種ハラ ス

メント、ストーカー等）
●施策形成、意思形成の場への女性

参画の拡大

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

ふれあい人権セミナー参加者数 227人 250人

校区・地区別学習会参加者数 967人 1,０００人

差別をなくす市民集会参加者数 260人 300人

多言語対応している市のパンフレット数 0種類 5種類

女（ひと）と男（ひと）の集い参加者数 160人 200人

用語解説

※ 1 L G B T Q ： レ ズ ビ ア ン （ L ） 、 ゲ イ （ G ） 、 バ イ セ ク シ ュ ア ル （ B ） 、 ト ラ ン ス ジ ェ ン ダ ー （ T ） 、 ク エ ス チ ョ ニ ン グ （ Q ） の 略 称 。

性 的 マ イ ノ リ テ ィ （ 性 自 認 ・ 性 別 表 現 ・ 性 的 指 向 等 に お い て 大 勢 と は 異 な る あ り よ う を 持 つ 人 た ち ） の 総 称 と し て 使 う

こ と も あ る 。

※ 2 ハ ラ ス メ ン ト ： 個 人 の 地 位 や 属 性 、 人 格 等 に 関 す る 嫌 が ら せ の こ と で 、 相 手 に 苦 痛 や 不 利 益 を 与 え る 言 動 。

※ 3 ド メ ス テ ィ ッ ク バ イ オ レ ン ス （ D V ） ： 同 居 す る 近 親 者 や 恋 人 等 の 親 密 な 関 係 に あ る 、 ま た は あ っ た 者 か ら 振 る わ れ る 身

体 的 虐 待 （ 暴 行 ） 、 精 神 的 虐 待 （ 罵 り 、 蔑 み 等 ） 、 性 的 虐 待 、 社 会 的 隔 離 等 と い っ た 虐 待 行 為 。

※ 4 ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス ： 一 人 ひ と り が 充 実 感 を 持 ち な が ら 働 き 、 仕 事 上 の 責 任 を 果 た す と と も に 、 家 庭 や 介 護 、 キ ャ

リ ア 形 成 、 地 域 活 動 へ の 参 加 等 、 そ れ ぞ れ が ラ イ フ ス テ ー ジ の 変 化 に 応 じ た 多 様 な 生 き 方 を 選 択 ・ 実 現 で き る 社 会 。



現状と課題

政策指標

政策方針（目指すまちの姿）

42

政策２-１ 地域福祉

●地域や関係機関との連携・協働により、地域の福祉課題の解決を図り、誰もが

安心して暮らせるまちを目指します。

●貧困､高齢､障がい等により困難を抱える人たちが豊かに暮らせるよう、皆で支

え合い、助け合えるまちを目指します。

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

地域でお互いに見守り、助
け合いができていると思う市
民の割合

市民アンケートで「とてもそう
思う」「少しそう思う」と回答し
た市民の割合

55%（※） 65%

●公的な福祉サービスは分野ごとに整備されてきましたが、分野を横断して対応が必要

になる事例が増加してきており、分野や地域、関係機関との連携が必要です。

●高齢化や核家族化に伴い、民生・児童委員の活動は増加しており、その重要性は高ま

る一方、担い手は減少傾向にあります。

●子どもや高齢者、障がい者、生活困窮者等誰もが安心して生活できるよう、社会福祉

の重要性の啓発や、地域社会福祉事業に関わる機会の創出、ボランティアへの参加

促進により、地域住民で地域全体を支える仕組みづくりが必要です。

（ ※ ） 御 所 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り

関連する主な市の条例 ・計画等

生活支援、見守り、バリアフリー、国民健

康保険、ひとり親家庭等医療費助成、後

期高齢者医療保険、医療費適正化対策

キーワード

●御所市国民健康保険条例

●御所市後期高齢者医療に関する条例

●御所市ひとり親家庭等医療費助成条例

●御所市高齢者保健福祉計画及び介護保
険事業計画

●御所市障害福祉計画及び御所市障害児
福祉計画

●御所市障害者福祉長期計画

分野2 誰もが元気で豊かに暮らせるまち 医療・福祉
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施策と主な取組

●地域内で支え合えるコミュニティを形成し、情報交換を行い、子ども、高齢者、障

がい者、生活困窮者等を見守るボランティア活動等に積極的に参加します。

●乳幼児から高齢者までの福祉に関する相談・支援活動と関係行政機関をつなぐ

役割を担う民生・児童委員の理解を深めます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.地域福祉の
充実・強化

子どもや高齢者、障がい者、
生 活 困 窮 者 等 、 全 て の 市 民 が
地 域 社 会 の 一 員 と し て 尊 重 さ
れ、住み慣れた地域で生き生き
と暮らし続けることができるよう、
地 域 福 祉 の 充 実 ・ 強 化 に 資 す
る取組を推進します。

●生活を支援する地域づくりの推進
●民生・児童委員活動の支援
●バリアフリーの推進

2.社会保障制
度の運営

高齢化の進行や医療の高度
化 等 に よ り 医 療 費 が 急 速 に 増
大している中で、全ての市民が
健康で安定した生活を送ること
ができるよう、社会保障制度の
周 知 と 理 解 を 図 る と と も に 、 健
全かつ適正な運営を行います。

●国民健康保険制度の健全運営
●後期高齢者医療制度の健全運営
●ひとり親家庭等を対象とした医療費

の助成
●医療費の適正化の推進
●医療費削減に対する予防や啓発
●生活困窮者の自立支援

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

生活支援コーディネーター数 1人 2人

民生・児童委員数 103人 103人

生活保護受給者等就労自立促進事業利用者数
（ハローワーク巡回相談）

25人 30人

1人あたりの年間医療費（国民健康保険） 392，075円 437，400円

◆ 地域福祉懇談会
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政策指標

関連する主な市の条例 ・計画等

政策方針（目指すまちの姿）
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政策２-２ 高齢者福祉

●高齢者が生涯を通じて、こころと身体の健康を維持でき、住み慣れた地域で生

き生きと暮らすことができるまちを目指します。

●高齢者の生きがい創出や孤立防止のための取組により、高齢者が活躍できる

まちを目指します。

介護保険、介護予防、要介護、要支援、

介護人材、ソーシャルインクルージョン※1、

生活メイト、就労の機会、生きがいづくり、

オレンジカフェ

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

高齢者が安心して暮らしや
すいまちだと思う市民の割合

市民アンケートで「とてもそう
思う」「少しそう思う」と回答し
た市民の割合

35%（※） 50%

●現在、本市の高齢化率は4割を超えており、国立社会保障・人口問題研究所の推計

によると高齢化は今後も進み2030年には市民の半数近くが65歳以上になると見

込まれているため、住まい、医療、介護、予防、生活支援を一体的に提供できるよう、

さらなる地域包括ケアシステムの構築を進めることが重要です。

キーワード

●御所市介護保険条例

●御所市高齢者保健福祉計画及び介護保
険事業計画

（ ※ ） 御 所 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り

分野2 誰もが元気で豊かに暮らせるまち 医療・福祉

◆ いきいき百歳体操

●高齢者が生き生きと生活できるように、

転 倒予防 や生 活習慣 の改 善等による

介護予防と健康づくりに力をいれる必

要があります。

●認知症は予防活動とともに、周囲の正

し い 理 解 と 地 域 全 体 で 見 守 る 支 援 体

制づくりが必要です。

●高齢者人口が増える中、住み慣れた地

域で目標を持って暮らせるよう、働く場

の創出や生きがいづくりの支援により、

社会参加の促進につなげていくことが

必要です。
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施策と主な取組

●各種団体や市が開催するイベント等に参加して身体を動かし、高齢者同士で積

極的にコミュニケーションを図ることで、趣味や時間を共有できる仲間を作ります。

●高齢者が社会参加できる環境を地域全体で整えていきます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.適切な介護・
福 祉 サ ー ビ
スの推進

高 齢 者 が 安 心 し て 住 み
慣れた地域で暮らし続ける
ことができるよう、健康づく
りや介護予防を推進します。

地域や関係機関等と 幅
広く連携し、高齢者を支え
る環境づくりに努めます。

●高齢者の介護予防の推進
●地域の医療・介護機関の連携の推進
● 各 種 介 護 ・ 介 護 予 防 等 サ ー ビ ス に 係 る

適切な給付
● 要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 申 請 者 に 対 す る

認定調査の適正化
●高齢者に対するインフォーマルなサービ

ス※2の提供
●認知症の人やその家族を支援する相談

体制の充実
●オレンジカフェ※3の充実

2. 社 会 参 加 ・
生き がい づ
くり

高齢者が健康で生きが
いを持って生活することが
できるよう、社会参加や生
きがいづくりの活動ができ
る機会の創出を図ります。

高 齢 者 が こ れ ま で 培 っ
た知識と経験、技能を活か
し、活躍できる場の確保に
取り組みます。

●高齢者が生き生きと暮らせる環境整備
●御所市シルバー人材センターの運営支援
●地域で長寿を祝うことによる敬老精神の

醸成
●健康づくりや生きがいづくりの支援

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

要介護・要支援認定率 21.6% 19.6%

いきいき百歳体操を実施している住民主体の通いの場
への専門職派遣回数

28回 50回

友愛活動推進チーム数（実参加者数） 66チーム
(1,617人)

75チーム
(1,800人)

いきいき百歳体操チーム数（実参加者数）
31チーム
(454人)

50チーム
(700人)

生活メイト※4養成人数 14人 15人

移動支援サービス提供団体数 0団体 4団体

オレンジカフェ開催箇所 1箇所 4箇所

用語解説

※ 1 ソ ー シ ャ ル イ ン ク ル ー ジ ョ ン ： 社 会 的 包 摂 の こ と で 、 「 す べ て の 人 々 を 孤 独 や 孤 立 、 排 除 や 摩 擦 か ら 援 護 し 、 健 康 で 文
化 的 な 生 活 の 実 現 に つ な げ る よ う 、 社 会 の 構 成 員 と し て 包 み 支 え 合 う 」 と い う 理 念 。

※ 2 イ ン フ ォ ー マ ル な サ ー ビ ス ： 介 護 保 険 等 の 制 度 を 使 わ な い 福 祉 、 介 護 等 の サ ー ビ ス で あ り 、 N P O 法 人 や ボ ラ ン テ ィ ア
グ ル ー プ が 行 う サ ー ビ ス や 家 族 、 近 所 の 助 け 合 い 、 見 守 り 活 動 等 も 含 ま れ る 。

※ 3 オ レ ン ジ カ フ ェ ： 地 域 住 民 等 が 講 座 を 通 し て 認 知 症 ケ ア の あ り 方 を 考 え る と と も に 、 認 知 症 の 人 、 そ の 家 族 の 人 、 認 知
症 サ ポ ー タ ー 等 の 方 が 自 由 に 語 り 合 い 、 気 持 ち を 分 か ち あ う 場 の こ と 。

※ 4 生 活 メ イ ト ： 介 護 保 険 の 訪 問 サ ー ビ ス の 一 つ と し て 、 高 齢 者 の 自 宅 を 訪 問 し 、 掃 除 ・ 洗 濯 ・ 買 い 物 ・ 調 理 等 の 生 活 支
援 を 行 う 者 の こ と 。
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政策指標

関連する主な市の条例 ・計画等

政策方針（目指すまちの姿）
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政策２-３ 障がい者福祉

●障がいの有無に関わらず、互いに人格と個性を尊重し支え合う「共生社会」の

実現を目指します。

●障がいのある人が自分らしく自立した生活を送り、積極的に社会活動への参加

ができるまちを形成します。

障がい福祉サービス、ノーマライ

ゼ ー シ ョ ン ※1、 ユ ニ バ ー サ ル デ

ザイン ※2、ソーシャルインクルー

ジ ョ ン ※3、 共 生 社 会 、 地 域 生 活

支援

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

障がいのある人が暮らしや
すいまちだと感じる市民の
割合

市民アンケートで「感じてい
る」「どちらかといえば感じて
いる」と回答した市民の割合

22%（※） 50%

●高齢化の進行により障がいのある人の割合は増加傾向にあり、身体障害者手帳所

持者のうち70歳以上の方が全体の6割を占めています。保護者の高齢化も進行して

おり、老障介護※4家庭が増加しています。

●地域住民の理解を得るために、障がいのある人が地域との交流を図る場に参加しや

すい環境づくりや、様々な障がいに関する啓発が必要です。

●障がいのある人が地域で暮らし続けるためには生活を支えるサービスや自立支援、

地域で障がいのある人を支える体制と仕組みづくりを整えることが必要です。

●障がいのある人に対する就労支援や雇用の促進を図り、生活基盤の確立と社会参

加への機会を創出することが必要です。

キーワード

●御所市精神障害者医療費助成条例

●御所市心身障害者医療費助成条例

●御所市重度心身障害老人等医療費助成要綱

●御所市障害福祉計画及び御所市障害児福祉計画

●御所市障害者福祉長期計画

（ ※ ） 御 所 市 障 害 福 祉 計 画 及 び 御 所 市 障 害 児 福 祉 計 画 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り

分野2 誰もが元気で豊かに暮らせるまち 医療・福祉
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施策と主な取組

●ふれあいや交流を通して、地域に住む障がいのある人や障がいそのものへの理

解を深めます。

●誰もが障がいの有無によって、分け隔てられることなく、互いの人格と個性を尊重

し合う共生社会の実現に寄与します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 障 が い 者
（ 児 ） 福 祉
の充実

住み慣れた地域で安心して暮らし続けら
れ る よ う 、 関係 機 関 が 連 携 し た 総 合 的 な 相
談支援体制を構築し、障がいのある人への
理解の促進を図ります。

障がいのある人が暮らしやすい社会を目
指すため、公共団体をはじめ会社や事業者
等による障がいのある人に対する不利益な
取り扱いを禁止し、コミュニケーションの工夫、
通行の手助け等合理的配慮の提供ができる
よう、社会意識の向上を目指します。

●相談窓口の充実
● 障 が い 者 医 療 費 等 の

助成
●障害のある人の健康の

保持及び福祉の増進

2. 社 会 参 加 ・
就労支援

自立した生活の実現に向け、就労や社会
活動による生きがいづくりを推進します。

日 常 生 活 を 支 援 す る た め の 障 が い 福 祉
サービスの充実を図るとともに、居住支援や
経済的支援の充実に努めます。

●自立支援
●地域生活支援
●スポーツ大会等の支援
●手話サポートの充実

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

指定特定相談事業所数 7事業所 8事業所

手話サポート活用件数（年間） 7件 12件

就労継続支援件数（月平均） 77件 85件

用語解説

※ 1 ノ ー マ ラ イ ゼ ー シ ョ ン ： 障 が い の あ る 人 も な い 人 も 互 い に 支 え 合 い 、 地 域 で 生 き 生 き と 明 る く 豊 か に 暮 ら し て い け る 社

会 を 目 指 す と い う 理 念 。

※ 2 ユ ニ バ ー サ ル デ ザ イ ン ： 障 が い の 有 無 や 年 齢 、 性 別 、 人 種 等 に 関 わ ら ず 、 多 様 な 人 々 が 利 用 し や す い よ う に 、 あ ら か

じ め 都 市 や 生 活 環 境 を デ ザ イ ン す る 考 え 方 。

※ 3 ソ ー シ ャ ル イ ン ク ル ー ジ ョ ン ： 政 策 ２ － ２ 参 照 。

※ 4 老 障 介 護 ： 高 齢 の 親 が 成 人 し た 障 が い の あ る 人 の 介 護 を 担 う こ と 。

◆ 市民ふれあいボッチャ大会
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政策指標
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政策２-４ 保健・医療・健康

●医療サービスを維持し、誰もがいつでも安心して医療を受けられるまちを目指

します。

●市民一人ひとりが若い時から健康づくりに取り組むことを通じて、生活の質の

向上と健康寿命※の延伸を目指します。

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

保健・医療体制の充実に対
して満足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

60% 70%

●全国的に医師不足が顕在化していますが、類似都市との比較において、本市の人口当たりの

一般病院や医師数は多い状況にあり、今後も市民が安心できる医療環境を維持していくこと

が重要です。

●市民アンケートにおいて、「保健・医療体制の充実」に対する重要度が高くなっており、さらなる

取組の充実が不可欠です。

分野2 誰もが元気で豊かに暮らせるまち 医療・福祉

関連する主な市の条例 ・計画等

健康寿命、生活習慣病、疾病予

防 、 感 染 症 対 策 、 休 日 診 療 、 が

ん検診、特定健診、メンタルヘル

ス、健康づくり推進員

キーワード

●御所市歯と口腔の健康づくり推進条例

●御所市休日応急診療所に関する条例

●御所市健康増進計画及び食育推進計画

●御所市新型インフルエンザ等対策行動計画

●御所市国民健康保険データヘルス計画

●御所市国民健康保険特定健康診査等実施計画

●御所市国民健康保険保健事業実施計画

●御所市自殺対策計画

●御所市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画

◆ 減塩啓発

●医療費の抑制に向け、誰もが健康的な生活を

送ることができるよう、各種検（健）診の受診

率向上に取り組み、生活習慣病や疾病予防等

の対策の更なる充実が求められます。

●様々な感染症に対して、予防や啓発、蔓延の

防止への取組が重要です。

●目に見えない「心の健康」を守るため、気軽に

相談できる場所や、不調の際に受けることが

できる支援の充実が求められます。
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施策と主な取組

●規則正しい生活を心がけ、健康診断を定期的に受診するとともに、地域の中で健

康づくり活動に取り組み、健康の維持・増進に努めます。

●市内の医療機関や市の医療制度等を積極的に利用します。

市民の役割

取組指標

※ 健 康 寿 命 ： 平 均 寿 命 か ら 寝 た き り や 認 知 症 等 介 護 状 態 の 期 間 を 差 し 引 い た 期 間 の こ と 。

施 策 主 な 取 組

1. 保 健 ・ 医 療
体制の充実

市 民 の 健 康 を 守 る た め 、 各
種検診の実施により、疾病の早
期発見・早期治療に向けて取り
組 む と と も に 、 市 民が 必要 な と
きに適切な医療を受けられるよ
う、地域医療体制の維持に努め
ます。

新たな感染症については、予
防 と 啓 発 に 努 め る と と も に 、 感
染拡大防止に向けて迅速かつ
的確に対応できるよう対策を強
化します。

● 各 種 検 診 の 実 施 （ が ん 検 診 、 骨 粗
しょう症検診、歯周疾患検診、肝炎
ウィルス検診等）

●休日診療に係る医療体制の充実
●市民の疾病予防や健康増進
●感染症対策の強化

2.健康づくりの
推進

生 涯 を 通 じ て 健 康 で 生 き 生
きと生活するため、市民一人ひ
と り が 健 康 的 な 生 活 習 慣 の 重
要 性 を 理 解 し 、 主 体 的 に 生 活
習慣の改善に取り組めるよう、
知 識 を 身 に 付 け る 支 援 を 行 い
ます。

地域や関係機関と連携し、健
康づくりを支えるための環境整
備を推進します。

●予防を重視した健康づくり支援
●市内全域への健康づくり推進員の

配置
●健康相談の充実
●生活習慣病予防に関する知識の普及
●健康手帳の作成と配布
●健康診査の実施
●国民健康保険特定健康診査の実施
●国民健康保険特定保健指導の実施

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

健康寿命
男性65.5歳
女性66.9歳

男性66.0歳
女性67.1歳

がん検診の受診率（肺がん） 5.2% 9%

がん検診の受診率（子宮がん） 9.9% 12%

健康づくり推進員活動回数 20回 25回

国民健康保険特定健康診査の実施率 38.5% 60%

国民健康保険特定保健指導の実施率 58％ 60％

用語解説
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政策指標
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政策３-１ 中心市街地の活性化

●市の玄関口である近鉄・JR御所駅を中心とする市街地の整備を進め、多くの

市民や来訪者が行き交う活気に満ちた、魅力ある中心市街地を形成することに

より、市全体の活性化につなげます。

●市民・来訪者が魅力を感じ、住み続けたい・住みたいと思えるまちなか居住環

境を作ります。

駅 周 辺 の 整 備 、 商 店 街 再 生 、 空 き 店 舗

活用、市有地活用、飲食店・小売店の誘

致、関係人口※1、交流人口※2、まちなか

居住、道路の美装化、ポケットパーク、重

要伝統的建造物群保存地区※3

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

市街地を中心とするまちづく
りに満足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

40% 60%

●中心市街地地区は、本市の中心となる交通結節拠点であり、公共施設や商業施設が

密集する地区です。しかしながら、人口減少、高齢化等に伴い、空き地、空き家、空き店

舗が増えており、活力が低下し、居住者が住み続けられる環境や新たな居住者を呼び

込むための魅力が不足しており、地区を楽しむための場の充実等が求められています。

●市民アンケートでは、「市街地を中心とするまちづくり」に対する満足度は40%であり、

全分野の中で最も低くなっており、市の玄関口にふさわしい地域となるよう、近鉄・JR

御所駅周辺整備をはじめ、交通結節機能の強化や地域の魅力創出に取り組んでいく

ことが求められます。また同時に、コンパクトシティの実現に向けて、住みやすい住環境

を形成し、まちなか居住を推進していくことが必要です。

キーワード

●御所中心市街地地区まちづくり基本構想

●御所中心市街地地区街なみ環境整備事
業計画

●御所市都市計画マスタープラン

分野3 人が輝き、魅力のあるまち 中心市街地・にぎわい

●駅前から商店街、御所まちまで

の 異 な る 特 徴 を 持 つ 地 域 一 帯

に 市 民 や 来 訪 者 を 迎 え る た め

の 拠 点 や 交 流 の 場 の 創 出 、 景

観 の 保 全 等 、 地 区 の 魅 力 を 高

めるための取組を進めていく必

要があります。

◆ JR御所駅の駅舎
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施策と主な取組

●近鉄・JR御所駅周辺のまちづくりやにぎわい創出のための提案を市へ行い、自

らの提案に関わっていきます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 近 鉄 ・ J R
御所駅周辺
整備

中心市街地の活性化を図る
ため、近鉄・JR御所駅周辺にお
い て 、 京 奈 和 自 動 車 道 ・ 国 道
24 号 か ら の ア ク セ ス 向 上 を 含
めた交通結節機能の向上や駅
周辺のにぎわいの創出、観光の
誘客・消費拡大に向けたまちづ
くりの取組を推進します。

●近鉄・JR御所駅及びその周辺の総
合的な整備

●駅周辺のにぎわい創出
●立地適正化計画※4の策定
●新庁舎の建設

2.魅力あるまち
なみの形成

中心市街地地区の住宅地や
商業地、道路等において周辺の
環境と調和した、良好な市街地
景 観 を 形 成 す る た め の 取 組 を
推進します。

既存建築ストック※5や低未利
用 地 ※6 を 活 用 し た ま ち な か 居
住の推進に努めます。

●道路の美装化
●案内板やポケットパーク※7の整備
●ストリートファニチャーの設置
●まちなか居住の推進

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

人口1人当たりの近鉄御所駅の年間利用回数
（年間乗客数÷年度末人口）

26.9回
(2018年度)

30回

人口1人当たりのJR御所駅の年間利用回数
（年間乗客数÷年度末人口）

8回
(2018年度)

9.5回

修景※8補助件数（累計） 0件 3件

用語解説

※ 1 関 係 人 口 ： 移 住 し た 「 定 住 人 口 」 や 観 光 に 来 た 「 交 流 人 口 」 で も な い 地 域 外 の 人 々 で 、 地 域 や 地 域 の 人 々 と 多 様 に

関 わ る 人 々 の こ と 。

※ 2 交 流 人 口 ： 観 光 客 等 の 一 時 的 ・ 短 期 滞 在 か ら な る 人 口 。

※ 3 重 要 伝 統 的 建 造 物 群 保 存 地 区 ： 文 化 財 保 護 法 に 規 定 す る 文 化 財 種 別 の 一 つ 。 伝 統 的 な 建 造 物 群 と 、 そ れ ら と 一 体

を な し て 歴 史 的 な 景 観 を 形 成 し て い る 環 境 を 一 括 的 に 保 護 す る た め に 市 町 村 が 定 め る 地 区 の う ち 、 そ の 価 値 が 特 に

高 い も の と し て 国 が 選 定 す る 地 区 の こ と 。

※ 4 立 地 適 正 化 計 画 ： 居 住 機 能 や 医 療 ・ 福 祉 ・ 商 業 、 公 共 交 通 等 の 様 々 な 都 市 機 能 の 誘 導 に よ り 、 都 市 全 域 を 見 渡 し た

マ ス タ ー プ ラ ン と し て 位 置 づ け ら れ る 計 画 。

※ 5 既 存 建 築 ス ト ッ ク ： 過 去 に 建 築 さ れ 、 現 在 も 存 在 し て い る 建 築 資 産 の こ と 。

※ 6 低 未 利 用 地 ： 適 正 な 利 用 が 図 ら れ る べ き 土 地 で あ る に も か か わ ら ず 、 長 期 間 に 渡 り 利 用 さ れ て い な い 「 未 利 用 地 」 と 、

周 辺 施 設 の 利 用 状 況 に 比 べ て 利 用 の 程 度 （ 利 用 頻 度 ・ 整 備 水 準 ・ 管 理 状 況 等 ） が 低 い 「 低 利 用 地 」 の 総 称 。

※ 7 ポ ケ ッ ト パ ー ク ： 小 規 模 な 公 園 で 、 人 々 の 休 憩 や 交 流 の た め に 整 備 さ れ た 場 所 。

※ 8 修 景 ： 景 観 の 美 し さ を 損 な わ な い よ う に 風 景 や 施 設 を 整 備 す る こ と 。
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政策３-２ 地域活力の創造

●空き家を活用した移住・定住施策の取組を進めるとともに、若い世帯への経済

的支援や都市のスポンジ化※1対策を総合的に展開するまちを目指します。

●交流の拠点における地域おこし協力隊※2の活動、イベントや多様な交流等を通

して、老若男女を問わず多くの人が集うにぎわいのあるまちを目指します。

空き家活用、空き家バンク、移住・定住、

都市のスポンジ化、新婚世帯家賃補助、

住宅取得補助、関係人口、交流人口、地

域おこし協力隊、交流拠点

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

御所市に住み続けたいと考
えている市民の割合

市民アンケートで「住み続け
たい」「できるだけ住み続けた
い」と回答した市民の割合

54% 65%

●市内において空き家は増加傾向にあり、空き家の有効な活用を図るため、平成30年

度から空き家バンクを運営しています。空き家への移住を促進するために、登録物件

改修費用や登録物件荷物撤去費用に対する助成等の取組を同時に行っています。順

調に空き家の利用希望者数は伸びていますが、その反面、物件数が伸びていないこと

が課題であり、市民アンケートでも「空き家の活用」に関する意見が多く挙げられてい

ることもあり、今後も登録物件数を増やしていくために空き家バンク制度※3を様々な手

法で周知していくこと等が求められています。

●若い世帯が本市への移住・定住を考えるきっかけとなるよう、新婚世帯家賃補助や住

宅取得補助等の施策を推進していく必要があります。

●交流拠点でのイベント等の開催により、人の交流が活発になり、まちに活気やにぎわ

いが生まれ、来訪者に御所市の魅力を知ってもらうことで移住・定住につなげていく必

要があります。

キーワード

●御所市空家等の適正管理に関する条例

●御所市地域振興施設条例

●御所市空き家・町家バンク設置要綱

●御所市住宅取得補助金交付要綱

●御所市新婚世帯家賃補助事業実施要綱

●御所市空家等対策計画

分野3 人が輝き、魅力のあるまち 中心市街地・にぎわい
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施策と主な取組

●空き家バンク制度について知り、空き家等に関する情報を市に提供します。

●移住・定住しやすくなるよう、地域で転入者を受け入れる環境づくりに努めます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 移 住 ・ 定 住
の促進

市内全域で増えつつある空き家
を活用し、地域の活性化を図ってい
くた め、 空き家バンク制度の周知・
啓発等の取組を推進します。

家賃補助、住宅取得補助等、移
住 ・ 定 住 を 促 進 す る た め の 取 組 を
推進します。

●空き家の有効活用
●空き家バンク制度の活用促進
●新婚世帯家賃補助の利用促進
●住宅取得補助の利用促進

2. 交 流 拠 点
づくり

市全体のにぎわい創出に向けて、
市の交流拠点となる施設の整備や
地域おこし協力隊の活動強化等を
図ります。

交流拠点となる施設を活用して
様々な催しを行い、にぎわい創出を
図ります。

●イベントによるにぎわいの創出
●交流拠点施設の整備
●地域おこし協力隊の活動強化
●郵便名柄館や御所の郷等 を活

用したにぎわいの創出
●地域内の自然・人的資源を活用

した地域循環共生圏の構築

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

空き家バンクの利活用件数（累計） 7件 30件

新婚世帯家賃補助に対する新規補助件数 12件 20件

住宅取得補助に対する補助件数 16件 30件

地域おこし協力隊の任用人数 0人 3人

御所の郷の利用者数 193，753人 220，000人

用語解説

※ 1 都 市 の ス ポ ン ジ 化 ： 都 市 の 大 き さ は 変 わ ら な い に も か か わ ら ず 人 口 が 減 少 し 、 都 市 内 の 使 わ れ て い な い 空 間 に 小 さ

い 穴 が あ く よ う に 生 じ 、 密 度 が 下 が っ て い く こ と を 指 す 。 ス ポ ン ジ 化 は 、 ゆ っ く り と 、 小 さ な 規 模 で 起 き る 。

※ 2 地 域 お こ し 協 力 隊 ： 都 市 地 域 か ら 過 疎 地 域 等 に 移 住 し 、 一 定 期 間 、 地 域 に 居 住 し て 、 地 域 ブ ラ ン ド や 地 場 産 品 の 開

発 ・ 販 売 ・ P R 等 の 地 域 お こ し の 支 援 、 農 林 水 産 業 へ の 従 事 、 住 民 の 生 活 支 援 等 の 「 地 域 協 力 活 動 」 を 行 い な が ら 、

そ の 地 域 へ の 定 住 ・ 定 着 を 図 る 取 組 。

※ 3 空 き 家 バ ン ク 制 度 ： 空 き 家 の 売 却 又 は 賃 貸 等 を 希 望 す る 所 有 者 等 か ら 申 込 み を 受 け 登 録 し た 空 き 家 情 報 を 、 本 市 へ

の 移 住 ・ 定 住 等 を 目 的 と し て 空 き 家 の 利 用 希 望 者 に 紹 介 し マ ッ チ ン グ す る 制 度 。

◆ 空き家セミナー



現状と課題

政策指標

関連する主な市の条例 ・計画等

政策方針（目指すまちの姿）

54

政策４-１ 農林業

●安定した農業経営基盤の構築と農産物高付加価値化の取組等の支援により、

農業の持続的な発展が図られるまちを目指します。

●多面的機能と公益性を有する森林の保全と管理を行うことで、森林の健全性の

確保を目指します。

●農産物のブランド化や６次産業化※1の取組により、地元農産物への関心を高め

ることで、新たな担い手の育成や豊かな自然を守っていくことにつなげます。

ス マ ー ト 農 業 、 AI 、 IoT 、 ICT 、

ごせブランド、6次産業化、稼げ

る 農 業 、 耕 作 放 棄 地 、 里 山、 柿

の 木 オ ー ナ ー 、 地 産 地 消 、 ジ ビ

エ ※2、有害鳥獣、食料自給率、

ふるさと納税

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

農林業の振興に対して満足
している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

49% 60%

●農林業従事者の高齢化や後継者不足等によって、耕作放

棄地の増加や維持管理の行き届かない農地や山林が増え

ており、農林業は厳しい状況に置かれています。農業経営

の安定や耕作放棄地の解消のために農産物のブランド化

や６次産業化に取り組み、農産物の高付加価値化を図るこ

とで、稼げる農業の仕組みを構築していく必要があります。

●

キーワード

●御所市地域農林産物等ブランド認定事業実施要綱

●御所市青年等就農計画

●御所市森林整備計画

●御所市特定間伐等促進計画

●御所市農業の有する多面的機能の発揮の促進に
関する計画

分野4 地域経済が活性化し、活力のあるまち 産業・地域資源

●農林業の生産基盤強化のため、有害鳥獣被害対策や森林の整備を進め、災害や地

球温暖化の防止に努めていくとともに、事業意欲減退の防止、農産物被害の抑制を

図ることが必要です。

●今後は、AIやIoT、ICT※3を活用したスマート農業※4等を導入することで農業従事

者の負担軽減や農業の効率化を図る取組がより一層求められています。

●新規就農者をはじめとし、週末農業等で農業に携わりたいという人たちや、民間企業

と連携して農業の法人化を進める等、多様な担い手の確保が重要です。

●食に対する安全意識の高まりから生産者と消費者との交流や、柿の木オーナー制度等に

よる農業体験の機会の付与、地産地消※5の推進等への理解を深めることが必要です。

◆ ごせブランドのロゴマーク
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施策と主な取組

●本市の農林業や農産物に興味を持ち、地産地消に努めます。

●農業振興に取り組む団体等は、市と連携して、農産物のブランド化や、新規就農

者の育成等に取り組みます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 農 林 業 の
経 営 基 盤
の充実

農 林 業 を 支 える 経 営基盤 の
充 実 の た め 、 農 地 や 農 業 用 施
設の整備、耕作放棄地対策、適
切 な 森 林 整 備 、 維 持 管 理 等 を
推進します。

AIやIoT、ICTを活用したス
マート農業等、新たな技術の導
入に向けた取組を推進します。

●耕作放棄地の解消と発生の防止
●新規就農者に対する営農支援
●有害鳥獣被害防止対策の支援
●森林経営管理調査の実施
●間伐材の有効活用

2. 農 産 物 の
ブ ラ ン ド 力
向 上 と 生
産拡大

本 市 の 農 業 、 農 産 物 の 魅 力
を発信していくた め、農産物の
ブランド化や観光客が特産品を
食べる機会の創出等を図ります。

併 せ て 、 生 産 性 の 拡 大 や 高
付 加 価 値 化 に つ な げ る 取 組 を
推進し、農業所得の向上を図り
ます。

●食を活用した魅力づくり
●食の安全と地産地消の推進
●農産物のPRや食糧・農業・環境に

ついての啓発
●御所市農産物のブランド化
● 6次産業化 による農産物の高付加

価値化
●ふるさと納税返礼品の拡充

3. 多 様 な 担
い 手 の 発
掘・育成

本 市 の 農 業 を 支 え る 人 材 を
確保するため、新規就農者の育
成 に 加 え 、 女 性 や 高 齢 者 等 の
多様な担い手を発掘・育成する
ための取組を推進します。

●耕作放棄地や担い手不足を解消す
る農業の振興

●市民農園の活用
●柿の木オーナー制度の推進

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

有害鳥獣捕獲数 264件 270件

耕作放棄地面積 84.2ha 90ha

間伐施業面積（累計） 8.29ha 50ha

農産物の高付加価値化件数（累計） 2件 5件

農産物販売経路の新規開拓数（累計） 2件 10件

認定農業者数（累計） 15人 25人

新規就農者数（累計） 2人 10人

用語解説

※ 1 ６ 次 産 業 化 ： 「 第 １ 次 産 業 」 で あ る 農 業 や 水 産 業 の 従 事 者 が 自 身 の 生 産 物 を 、 「 第 ２ 次 産 業 」 の 分 野 で あ る 食 品 加

工 を 行 い 、 「 第 ３ 次 産 業 」 の 分 野 で あ る 流 通 や 販 売 ま で 手 掛 け 経 営 を 多 角 化 展 開 す る こ と 。

※ 2 ジ ビ エ ： フ ラ ン ス 語 で 、 狩 猟 で 得 た 天 然 の 野 生 鳥 獣 の 食 肉 の こ と 。

※ 3 I C T ： 情 報 通 信 技 術 （ I n f o r m a t i o n a n d C o m m u n i c a t i o n T e c h n o l o g y ） の こ と 。

※ 4 ス マ ー ト 農 業 ： ロ ボ ッ ト 技 術 や 情 報 通 信 技 術 等 の 先 端 技 術 を 活 用 し た 新 た な 農 業 の こ と で あ り 、 作 業 の 自 動 化 ・ 精 密

化 や 情 報 共 有 の 簡 易 化 、 高 品 質 生 産 を 実 現 す る 等 の 効 果 が 期 待 で き る 。

※ 5 地 産 地 消 ： 地 域 で 生 産 さ れ た 農 林 水 産 物 を そ の 地 域 で 消 費 す る 取 組 。
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政策４-２ 商工業

●地場産品をはじめとする市内事業者の取組を支援し、地域産業の活性化を図

り、商工業の基盤が強固なまちを目指します。

●県や関係機関等と連携し、企業が集積する環境を整え、創業・起業支援の取組

等を通じて、雇用の充実、商工業の活性化が図られるまちを目指します。

地場産業、ふるさと納税、女性活躍推進、

外国人労働者、産官学民連携、企業誘

致、創業支援、起業支援、商人塾、産業

集積地、物流拠点

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

地域産業の振興に対して満
足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

40% 50%

企業誘致の推進に対して満
足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

45% 55%

●地場産業の低迷化により業界は厳しい状況に置かれていますが、伝統的な地場産

業を守っていくため、ものづくりの技術の継承、新たな担い手の確保、都市圏で開催

する見本市への積極的な出店等によって、地場産業の振興を図っていくことが求め

られます。

●本市は、他市町村と比較して、女性の就業率が低いことから、ハローワーク等の関係

機関と連携し、女性の就業機会の創出に向けた取組を引き続き行っていくことが必

要です。

●本市の労働力率は周辺都市と比較して低く、市民アンケートにおける「高校生または

大学生等の御所市内で就職したい」と思う割合は、全体で2％程度にとどまっていま

す。働く場の充実や働きやすい環境づくりに向けた取組により、若者の市外への流出

を防ぎ、市内の定住促進につなげていくことが必要です。

●京奈和自動車道のインターチェンジ付近では交通利便性の高さを活かし、製造業を

中心に企業を誘致し、雇用の機会を創出するとともに本市の基幹産業の振興を図っ

ていくことが必要です。

●市内の小売店舗の減少や、商店街のシャッター通り化に伴い、まちのにぎわいが低

下してきており、空き店舗や空き家が増えてきています。このことから空き店舗や空き

家を活用した商店街での賑わいの再興と創業・起業支援を今後も積極的に行うこと

が必要です。

キーワード

●御所市工場等設置奨励条例

●御所市産業振興センター条例

●御所市まちづくり推進基金条例

●御所市創業等支援補助金交付要綱

分野4 地域経済が活性化し、活力のあるまち 産業・地域資源
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施策と主な取組

●市内の商業施設、飲食店等を積極的に利用します。

●事業者は、市と連携を図りながら、商工業のより一層の振興に向けて取り組みます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 商 工 業 の
振興

商工会と連携して、小規模事業者
の経営基盤の安定を図るとともに、
地場産業の振興等、市内経済の活
性化を図ります。

ふるさと納税返礼品の拡充を図り、
本市の特産品の魅力を発信します。

●地場産業の活性化
●サンダル履物産業の振興
●「サンダル履物コンテスト」試作

品等の展示出展による産地PR
●ふるさと納税返礼品の拡充
●女性の就労支援

2.企業誘致 京奈和自動車道御所インターチェ
ンジ周辺エリアの立地を活かした産
業集積地周辺の環境を整備し、雇用
機会の拡大を図ります。

●誰もが働きやすい環境づくり
● 京 奈 和 自 動 車 道 御 所 イ ン タ ー

チェンジ周辺エリアの有効活用
●産業集積地形成事業の推進

3.創業支援 創 業 者 に 対 し 、 様 々 な 情 報 の 提
供 や 経 費 の 補 助 を 行 う 等 、 創 業 支
援 の 充 実 を 図 り ま す 。 ま た 、 商 工 会
や金融機関と連携、創業に関する知
識 を得ら れる場や実 践の機 会 を創
出します。

●創業等に対する支援
● 商 人 塾 ※ の 開 催 と 創 業 の 実 践

（オープンシャッター）

4. 物 流 拠 点
づくり

京 奈 和 自 動 車 道 の 開 通 に よ り 、
物・人・車の流れが大 きく様変わり
したことで、本市における製造業や
物 流 の 拠 点 と し て の 価 値 が 大 幅 に
向上しました。これにより、商工業の
振興を目指した効果的なまちづくり
を進めるため、中・長期的な視点に
よる産業の集積を図ります。

●産業施設の立地誘導

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

女性（生産年齢人口の15～64歳）の就業率
58.2％

(2015年度)
60％

ふるさと納税返礼品数 60件 90件

創業支援申請者数 1人 2人

事業所数
1，047事業所
(2016年度)

1，055事業所

用語解説

※ 商 人 塾 ： 御 所 市 で 開 催 し て い る 講 座 で あ り 、 お 店 を 開 業 し よ う と し て い る 人 や 現 在 お 店 を 経 営 さ れ て い る 人 た ち を 対 象

に 、 専 門 家 の 講 師 か ら 開 業 及 び 商 業 の ノ ウ ハ ウ を 学 ぶ 講 座 の こ と 。

◆ オープンシャッター
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政策４-３ 観光

●自然資源や歴史・文化資源等の観光資源を活かした取組やSNS※1等による発

信により、年間を通じて国内外から多くの観光客が、何度も訪れたくなり、また、

市民も地域の魅力を語りたくなるまちを目指します。

●観光資源のネットワーク化や魅力創出、観光マネジメントの強化等により、地元

宿泊事業者等（民泊・農泊）と連携し滞在型観光を楽しめるまちを目指します。

金剛山・葛城山、古墳、神社・仏閣、イン

バウンド、関係人口、交流人口、情報発

信、御所ガール、SNS、ゴセンちゃん、つ

つじ、ギフチョウ、滞在型観光、体験型観

光、稼げる観光、MaaS※2、民泊、農泊

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

観光の振興に対して満足し
ている市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

49% 60%

●本市は、金剛山・葛城山等の自然や、葛城氏・巨勢氏にまつわる古墳や遺跡、御所ま

ちのまちなみといった観光資源があります。なかでも葛城山へは登山やつつじ、ギフ

チョウ等の鑑賞を目的に多くの観光客が訪れています。一方、魅力的な観光情報の

発信や観光客を迎え入れる基盤整備といった観光資源の磨き上げが求められてお

り、また、年間を通じた観光の誘客を行うことが課題となっています。

●市民アンケートでは、「観光の振興」に対する満足度が低い一方で重要度が高くなっ

ており、これまで以上に観光の振興を図ることが求められます。

●インターネット・SNS等を用いた積極的な情報発信や、インバウンド※3に対応した多

言語化、来訪者をもてなす取組を進めることにより集客し、地域経済を潤していくこと

が求められます。

キーワード

●御所市郵便名柄館条例

●御所市国民宿舎葛城高原ロッジ設置条例

分野4 地域経済が活性化し、活力のあるまち 産業・地域資源

●観光客の滞在時間の短いことが課題と

なっており、市内を周遊し、滞留する仕組

みづくりが求められています。滞在型観

光 を 推 進 す る た め 、 市 内 の 事 業 者 と 協

力して、市の魅力に触れてもらう体験メ

ニューづくりを行っています。今後、観光

を振興させるため、行政も関わりながら、

地域が潤う仕組みづくりが必要です。
◆ 葛城山のつつじ
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施策と主な取組

●本市の観光資源や魅力等を改めて知り、観光地を訪れるとともに、SNS等を活

用して本市の魅力を広く発信します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.観光の振興 国内外の観光客の誘致を
目指し、観光客を受け入れる
観光基盤の整備や、遺跡、町
家 等 の 歴 史 ・ 文 化 資 源 を 活
用した魅力づくり等を推進し
ます。

●観光マーケティングの実施
●DMO※4の設立
●健康志向の観光客向けの観光基盤整備
●歴史・文化資源を活用した魅力づくり
●葛城山来訪者のための駐車場の整備

2.魅力の創出・
発信

葛 城 山 の 魅 力 を さ ら に 高
め る た め 、 登 山 道 の 整 備 や
自 然 資 源 の 保 全 ・ 再 生 等 を
推進します。

御所市のPRにあたっては、
御 所 市 マ ス コ ッ ト キ ャ ラ ク
ターや、SNS等を活用するこ
とで情報発信を強化します。

●葛城山における魅力づくり（民間との
パートナーシップ）

●葛城山自然資源の保全・再生
●葛城山登山道および山頂の整備
●御所市マスコットキャラクターを活用し

た御所市のPR
●SNS等による情報発信

3.観光客受け
入れ体制の
充実

外国人向けの観光メニュー
の開発や情報発信等により、
インバウンドの受け入れ体制
を整えます。

市内に点在する観光資源
を 周 遊 で き る よ う に 公 共 交
通サービスの充実を図るとと
もに、観光客が滞在できるよ
う民泊・農泊等を推進します。

●インバウンドの誘客促進
●観光地を巡る仕掛けづくり
●民泊・農泊の推進

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

ロープウェイ利用者数 106，824人 110，000人

葛城高原ロッジ宿泊者数 3，220人 4，000人

Facebook（SNS）のフォロワー数 3，457人 5，000人

民泊宿泊者数 340人 500人

用語解説

※ 1 S N S ： ソ ー シ ャ ル ネ ッ ト ワ ー キ ン グ （ S o c i a l N e t w o r k i n g S e r v i c e ) の 略 で 、 登 録 さ れ た 利 用 者 同 士 が 交 流 で き

る W e b サ イ ト の 会 員 制 サ ー ビ ス の こ と 。

※ 2 M a a S ： M o b i l i t y a s a S e r v i c e の 略 で 、 一 人 ひ と り の 出 発 地 か ら 目 的 地 ま で の 移 動 の ニ ー ズ に 対 応 し て 、 複 数

の 公 共 交 通 や そ れ 以 外 の 移 動 手 段 を 組 み 合 わ せ た サ ー ビ ス 。 観 光 分 野 で は 、 目 的 地 に お け る 交 通 以 外 の サ ー ビ ス

も 最 適 に 組 み 合 わ せ て 検 索 ・ 予 約 ・ 決 済 等 を 一 括 で 行 う サ ー ビ ス の こ と 。

※ 3 イ ン バ ウ ン ド ： 外 国 人 が 日 本 に 訪 れ て く る 旅 行 の こ と 。

※ 4 D M O ： 観 光 地 域 づ く り 法 人 の こ と で 、 観 光 地 域 づ く り の 舵 取 り と し て の 役 割 を 担 う 。 多 様 な 関 係 者 と 協 同 し な が ら 、

明 確 な コ ン セ プ ト に 基 づ い た 観 光 地 域 づ く り を 実 現 す る た め の 戦 略 を 策 定 す る と と も に 、 戦 略 を 着 実 に 実 施 す る た め

の 調 整 機 能 を 備 え た 法 人 を い う 。
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政策５-１ 防災・消防

●自助・共助・公助※1の相互連携により、減災に向けた取組や災害に強い国土強

靱化※2を推進するまちを目指します。

●防災の強化とともに、火災や救急等の緊急事態に備え、民間企業・関係団体等

と連携を図りながら、市民への防火意識の啓発、救命技術の普及等を推進し、

安全・安心に暮らせるまちを目指します。

国土強靭化、地域防災力、ハザードマップ、自

助・共助・公助、災害対策、自主防災組織、洪

水浸水想定区域、土砂災害警戒区域、地震、

減災、避難情報、防災・エリアメール、防災無線、

避難訓練、指定避難所、防災グッズ、災害時要

支援者、救急、救助、救命講習、消防、消防団

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

安心して暮らせるまちづくり
に満足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

62% 70%

●近い将来、巨大地震等の発生が想定されていることから、災害に対する関心は高

まっています。地域や家庭では、防災意識の向上やハザードマップ※3の確認、非常時

持ち出し品の準備を行い、さらに、災害時の防災拠点整備や備蓄品の充実、防災情

報伝達手段の強化、避難所の円滑な運営等の対策が必要です。

●全国的に「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の構築

に向けた「国土強靱化」を推進することが求められており、本市においても「自助」

「共助」「公助」の連携により生命及び生活を守ることができるように災害に強いま

ちを形成することが必要です。

●本市は自主防災組織率が県平均に比べ約５%低い状況にあります。地域における防

災力の強化のため、自主防災組織の結成と継続した活動の支援が必要です。

●災害時における協定を民間企業・関係団体と多数締結しており、加えて他市町村と

も相互連携を図る等さらなる体制強化を推進することが重要です。

●消防・救急については、安全・安心な暮らしを支える基盤となることから、奈良県広域

消防組合で複雑・多様化する災害や高度化している救命措置に迅速に対応していま

す。今後は消防体制をより強化・充実させるとともに、医療機関との連携も強くしてい

く必要があります。また消防団は地域の防災力向上に極めて重要な役割を担ってい

ますが、団員の高齢化や入団者不足等により組織体制の維持や活性化、老朽化した

消防施設の更新が課題となっています。

キーワード

●御所市災害対策本部条例

●御所市消防団の設置等に関する条例

●御所市地域防災計画

●御所市国民保護計画

●御所市国土強靭化地域計画

分野5 安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち 防災・暮らし
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施策と主な取組

●家庭や地域で日頃から防災について話し合い、安全な避難経路を確認する等、

普段から身の回りで起こる可能性のある災害を意識して生活します。

●共助のため地域内で自主防災組織を結成し、平素から防災に関する活動を行います。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.防災の強化 自 助 ・ 共 助 ・ 公 助 に よ る 安
全・安心なまちづくりを目指し、
防 災 知 識 の 啓 蒙 や 防 災 リ ー
ダ ー の 育 成 、 災 害 時 危 険 箇 所
の 周 知 、 防 災 情 報 伝 達 手 段 の
強化等に取り組みます。

災 害 時 に お け る 情 報 管 理 、
支 援 活 動 の 中 心 機 能 、 地 域 住
民 の 避 難 所 と し て の 機 能 を 併
せ 持 つ 市 の 防 災 拠 点 と な る 施
設の整備を図ります。

総合的かつ計画的な浸水対
策 を 実 施 す る こ と に よ り 、 低 地
の浸水被害の防止を図ります。

応 急 給 水 及 び 、 緊 急 遮 断 弁
等 を 設 置 し た 各 配 水 池 と 応 急
給水栓で飲料水を確保します。

●地域防災力の強化
●地域防災活動に対する支援
●自主防災組織の設立に対する支援
● 地 震 、 洪 水 、 土 砂 災 害 等 の 総 合 ハ

ザードマップの作成
●備蓄物資の充実
●避難行動要支援者対策の推進
●（仮称）防災市民センターの建設
●防災行政無線の整備
●雨水による低地の浸水被害防止（既

存ポンプの改修、新規ポンプの設置）
●ため池等の整備による総合治水対

策事業の推進
●自然災害に対する水路及び河川の整備
●応急給水栓での飲料水の確保

2.消防対策の
充実

火災等に対し被害軽減に努め
るとともに、消防活動の円滑化を
図るため、消防体制の整備や強
化、消防団の活動支援等を行い、
消防力の充実・強化を図ります。

●消防体制の整備・強化
●消防団の活動支援
●老朽化した消防施設・設備の更新

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

出前講座（防災メニュー）の実施件数 15件 15件

自主防災組織の組織率 74.4％ 80％

防災士資格取得者数（補助利用者数） 0人 5人

西御所ポンプ場排水ポンプ設置数 2基 3基

消防団への新規加入者数 4人 5人

用語解説

※ 1 自 助 ・ 共 助 ・ 公 助 ： 「 自 助 」 と は 、 災 害 時 に 、 ま ず 自 分 自 身 や 家 族 の 身 の 安 全 を 守 る こ と 。 「 共 助 」 と は 、 地 域 や コ ミ ュ

ニ テ ィ と い っ た 周 囲 の 人 た ち が 協 力 し て 助 け 合 う こ と 。 「 公 助 」 と は 、 公 的 機 関 に よ る 救 助 ・ 援 助 の こ と 。 災 害 に よ る 被

害 を で き る だ け 少 な く （ 減 災 ） す る た め に は 、 自 助 ・ 共 助 ・ 公 助 の 連 携 が 不 可 欠 で あ る 。

※ 2 国 土 強 靭 化 ： 国 土 や 経 済 、 暮 ら し が 、 災 害 や 事 故 等 に よ り 致 命 的 な 被 害 を 負 わ な い 強 さ と 、 速 や か に 回 復 す る し な や

か さ を も っ た 地 域 を つ く る こ と 。

※ 3 ハ ザ ー ド マ ッ プ ： 住 民 が 安 全 に 避 難 で き る よ う に 、 過 去 の 災 害 経 験 か ら 、 地 域 で 自 然 災 害 が 発 生 し た 際 に 想 定 さ れ

る 被 害 の 範 囲 や 大 き さ 、 避 難 場 所 、 避 難 経 路 等 の 情 報 を 地 図 上 に 示 し た も の 。

◆ 消防訓練の様子
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政策５-２ 防犯・交通安全

●防犯に対する市民の意識向上と関係機関・団体や民間企業、地域と協働して、

自主防犯活動や見守り活動を強化し、犯罪のないまちを目指します。

●消費者相談や法律相談体制の充実を図り、市民のトラブルや悩みの解決を支

援するとともに安全・安心に暮らせるまちを目指します。

●子どもや高齢者に対して、交通安全の知識の習得や交通マナーの向上を図り、

交通事故のないまちの実現を目指します。

防犯カメラ、防犯灯、自主防犯活動、消

費者相談、法律相談、運転免許証の自

主返納、交通安全教室、自転車保険

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

地域の治安に対して満足し
ている市民の割合

市民アンケートで「満足」
「やや満足」と回答した市民
の割合

65%（※） 70%

●少子高齢化や地域社会の希薄化等により、地域防犯力の低下が見込まれることか

ら、警察や関係機関、地域等が一体となり、地域の自主防犯活動や見守り活動を強

化し、防犯力を高めることが求められています。

●防犯カメラや防犯灯設置を自治会と協力して行っており、犯罪等を抑止するため、引

き続き安全・安心な暮らしの実現に向けて連携を強化していく必要があります。

●消費者トラブルは複雑・多様化してきており、特に特殊詐欺等の知能犯罪は増加傾

向にあり、高齢者等を狙った悪質で巧妙な手口の犯罪等が社会問題となっています。

このことから、消費者相談や法律相談等の開催をさらに周知し、トラブルに巻き込ま

れないよう啓発活動と消費者教育の充実を図る必要があります。

●交通事故の発生件数は減少しているものの、全国的に高齢者の運転による交通事

故の増加や子どもを巻き込んだ交通事故が後を絶ちません。高齢者に対しては、交

通安全教室や出前講座を開催し、交通マナー等を習得してもらう一方で、運転免許

証の自主返納を促す取組等を行っていく必要があります。また、子どもに対しては、通

園・通学時や日常生活における交通安全の知識の習得、自転車での交通マナーに

係る教育等を充実していく必要があります。

キーワード

●御所市安全で住みよいまちづくりに関する
条例

●御所市交通安全計画

分野5 安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち 防災・暮らし

（ ※ ） 御 所 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り
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施策と主な取組

●近隣住民と協力して情報共有を行う等の防犯対策を行い、地域全体で治安を守

ります。

●交通安全に取り組む団体は、市と連携しながら、交通ルールの遵守や交通事故

防止のための啓発活動等を実践します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 防 犯 ・ 消 費
生活対策

犯罪から市民を守るため、防
犯カメラ等による犯罪の抑制や
自主防犯活動の推進等に取り
組みます。

消費生活におけるトラブルや
困 り ご と を 解 消 す る た め 、 相 談
窓 口 の 設 置 や 啓 発 活 動 等 、 消
費生活対策と消費者教育の充
実を図ります。

●防犯や見守り活動の強化
●防犯灯、防犯カメラ設置に対する補助
● 相 談 体 制 の 充 実 （ 消 費 生 活 相 談 、

無料法律相談）
●学校や各種団体、関係機関と連携し、

年代に応じた消費者教育の充実

2. 交 通 安 全
対策

交通違反者ゼロ、事故による
負傷者・死者ゼロの安全な暮ら
しの実現に向けて、警察をは じ
め関係機関や団体等との連携
により、啓発活動を推進します。

●交通安全教室の推進
●交通安全施設※の整備
●通学路における交通安全の強化
●交通マナー向上のための啓発

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

防犯カメラの補助金交付件数 4件 10件

消費生活相談件数 55件 65件

特殊詐欺防止用対策機器の購入費用助成件数 ― 50件

市内交通人身事故発生件数（暦年） 57件 0件

交通安全施設の整備件数 43件 30件

用語解説

※ 交 通 安 全 施 設 ： 道 路 利 用 者 が 安 全 に 通 行 す る た め に 設 置 さ れ る 道 路 反 射 鏡 （ カ ー ブ ミ ラ ー ） 、 区 画 線 、 防 護 柵 （ ガ ー ド

レ ー ル 等 ） 、 視 線 誘 導 標 等 を 指 す 。

◆ 交通安全教室
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政策５-３ 土地利用・道路・交通

●人口が減少する中で計画性のある土地利用の推進により、利便性が高く快適

に暮らすことができ、風土や景観との調和が図られた魅力あるまちの形成を目

指します。

●安全・安心な暮らしを支える生活基盤となる道路を計画的に整備し、誰もが行

きたい場所へ円滑に移動のできる環境が構築されたまちを目指します。

地 籍 調 査 、 都 市 計 画 、 バ リ ア フ リ ー 、 道

路整備、AI、IoT、MaaS※1、公共交通、

コミュニ ティバ ス、 路線バ ス、鉄道、タク

シー、自動運転、モビリティ※2

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

交通の利便性（鉄道、バス、
タクシー）に満足している
市民の割合

市民アンケートで「満足」
「やや満足」と回答した市民
の割合

24.4%（※） 50%

●本市では自然環境や歴史・文化資源を保全しながら、都市計画マスタープランや各

種計画に基づき、民間による適正な土地利用が促進される環境づくりに努めてきま

した。しかし、近年の人口減少と少子高齢化が他市町村より進んでいる状況にあるこ

とから、今後は都市機能の集約化による機能的なまちづくりと公共交通の再編を進

め、住民にとって利便性が高く快適に暮らすことのできる環境整備が必要です。

●本市の道路については、広域幹線道路として、南北に京奈和自動車道と国道24号

が縦断し、また東西には国道309号が横断しており、それらの幹線道路に接続する

道路の新設及び改良工事を進めています。今後は産業集積地関連道路や京奈和自

動車道の側道整備、京奈和自動車道と吉野方面へのアクセス性向上を図る御所高

取バイパス等の計画的な道路網の整備を進めることが求められています。

●本市の交通は近鉄・JR御所駅を起点とした鉄道、路線バス、タクシーの交通に加え

て、コミュニティバスを市全域で運行しています。本市が運行するコミュニティバスは

利用者数がピーク時より半分以下に減少していることから、住民のニーズに合った運

行のあり方、公共交通の枠組みを検討していく必要があります。

キーワード

●御所市法定外公共物の管理に関する条例

●御所市コミュニティバス運行事業に関する
条例

●御所市都市計画マスタープラン

●御所市公共施設等総合管理計画

●御所市橋梁長寿命化修繕計画

分野5 安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち 防災・暮らし

（ ※ ） 御 所 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り
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施策と主な取組

●魅力あるまちづくりに向けた土地利用に対する理解と協力をします。

●鉄道、路線バス、タクシー、コミュニティバス等の公共交通を積極的に利用します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.計画性のあ
る土地利用
の推進

魅力あるまちづくりに向けた
各 種 取 組 を 推 進 し 、 快 適 な 住
環境を形成するとともに、暮らし
の利便性を高めます。

●地籍調査※3の推進
●地域活力維持のための取組の推進
●都市活力創出のための土地利用の

促進
●幹線道路沿道における産業創出の

検討

2.道路の整備・
維持管理

通行の利便性向上及び安全
の 確 保 の た め 、 都 市 計 画 道 路
等の整備や維持管理を推進し
ます。

●都市計画道路の整備の推進
●道路及び橋梁の維持管理の推進、

道路網の整備

3.公共交通の
充実

市北部及び市南部の現況に
応じた利便性の 高い公共交通
の実現に向けて、コミュニティバ
スの再編や新たな交通手段の
導入等を推進します。

●公共交通アクセスの向上
●コミュニティバスの利便性向上
●新たな公共交通手段の導入

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

地籍調査対象筆数 282件 500件

市街化区域人口密度 28人/ha 25人/ha

道路舗装率 66.5％ 67％

修繕を要する橋梁件数 27件 0件

人口1人当たりのコミュニティバス年間利用回数
（年間乗客数÷年度末人口）

1.2回 2.5回

用語解説

※ 1 M a a S ： 政 策 ４ － ３ 参 照 。

※ 2 モ ビ リ テ ィ ： 移 動 の こ と で 、 こ こ で は 主 に 交 通 に 関 わ る 一 人 ひ と り の 移 動 の こ と を 指 す 。

※ 3 地 籍 調 査 ： 主 に 市 町 村 が 主 体 と な っ て 、 一 筆 ご と の 土 地 の 所 有 者 、 地 番 、 地 目 を 調 査 し 、 境 界 の 位 置 と 面 積 を 測 量 す

る 調 査 の こ と 。

◆ コミュニティバス
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政策５-４ 生活基盤

●空き家対策や公営住宅等の長寿命化・集約化に関する取組を進め、快適な住
環境が整ったまちを目指します。

●安全・安心な水道水を安定して供給するため、水道管や配水施設の長寿命化・
耐震化を進め、快適な生活環境を守るまちを目指します。

●きれいで良好な水質を守るため、下水道が普及したまちを目指します。

●自然と歴史に包まれたお別れの場にふさわしい豊かな空間づくりを基本とした
火葬場があるまちを目指します。

●社会情勢や、家族形態の変化に対応した、気軽にかつ厳粛な気持ちでお参り
できる市営墓地のあるまちを目指します。

特定空家等、民間住宅

耐震改修補助、公営住

宅、上下水道、上下水

道の長寿命化、合併浄

化槽、火葬場、市営墓

地、合葬墓、無縁墓

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

御所市が住みやすいまち
だと思う市民の割合

市民アンケートで「とても住みや
すい」「どちらかと言えば住みや
すい」と回答した市民の割合

51% 60%

●本市は空き家率が県平均に比べて高くなっており、今後、人口減少により、その比率はさらに
高くなると考えられます。空き家の中でも、そのまま放置すれば倒壊等の著しく保安上危険と
なるおそれのある空き家等の増加も懸念されており、これら特定空家等※の増加を未然に防ぐ
ための対策を進めていく必要があります。

●公営住宅については老朽化が進んでいる団地もあり、空き家も目立つため、用途廃止や団地
の集約化を進める等、適正な維持管理を行う必要があります。

●安全・安心な水道水を供給していくためには、配水施設や水道管の老朽化に対応した長寿命
化を図りながら、水道事業の経営効率化も考えていかなければなりません。

●下水道関連施設については生活環境、河川等の環境改善のために、適切な維持管理による
長寿命化への対応や下水道整備を促進していく必要があります。

●現在の火葬場は老朽化が相当進んでおり、環境面にも配慮した火葬場の移転を行う必要が
あります。

●市営墓地については社会情勢や家族形態の変化により、墓地の形態や利用方法等の多様化
するニーズに応えるために、区画整理及び合葬墓等の整備を進めていく必要があります。

キーワード

●御所市空家等の適正管理に関する条例
●御所市営住宅条例 ●御所市小集落改良住宅条例
●御所市下水道条例 ●御所市水道事業給水条例
●御所市火葬場の設置及び使用条例
●御所市空家等対策計画 ●御所市耐震改修促進計画
●御所市公営住宅等長寿命化計画
●御所市一般廃棄物（ごみ・生活排水）処理基本計画
●御所市流域関連公共下水道事業計画
●御所市公共施設等総合管理計画
●御所市水道事業経営戦略 ●御所市下水道事業経営戦略

分野5 安全・安心な暮らしを支える生活基盤が整備されたまち 防災・暮らし
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施策と主な取組

●空き家の適正な管理のための施策に協力します。

●老朽化した危険な空き家を見つけた際は、市に報告します。

●適切な排水設備の整備を行い、快適な生活環境の維持に努めます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.住まいづくり 快 適 な 住 環 境 を 形 成 す る た
め、老朽化した危険な空き家の
解 体 等 を推 進 す る と と も に 、 公
営 住 宅 団 地 の 集 約 化 を 図 り 、
公営住宅等の適正な維持管理
を進めます。

●老朽化した危険な空き家等への対
策の実施

●民間住宅等の耐震化等の促進
●県と市の協働事業による公営住宅

団地の集約化マネジメントの検討
●公営住宅等の適正な維持管理

2.上下水道の
整備

「持続」、「強靭」、「安全」に
基 づ い た 安 定 し た 水 の 供 給 を
持続するため、水道施設の老朽
化・耐震化対策等を進めます。

生 活 排 水 の 処 理 に お い て 、
下 水 道 ・ 合 併 処 理 浄 化 槽 へ の
切り替えや、浄化槽の適切な維
持管理や処理体制の維持等を
推進します。

●上下水道施設・管路の適正な維持
管理及び耐震化の推進

●簡易水道の上水道への統合
●公共下水道の整備促進
●公共下水道の普及促進
●合併処理浄化槽の普及推進

3. 火 葬 場 ・ 墓
地の整備

火葬場については、環境面に
配 慮 し た 火 葬 場 の 移 転 と 市 営
墓地の再編整備等を進めます。

●火葬場の移転整備
●市営墓地の再編整備

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

補助制度利用による危険空家の解体件数 24件 24件

補助制度利用による民間住宅の耐震診断の件数 1件 10件

し尿等収集量に浄化槽が占める割合 62.7％ 79.3％

耐震管の割合（上水道） 16.4％ 18.4％

公共下水道の加入率 72.8％ 82.3％

火葬場需要充足率 98.4％ 100％

用語解説

※ 特 定 空 家 等 ： 空 き 家 の う ち 、 そ の ま ま 放 置 す れ ば 倒 壊 し た り 、 衛 生 上 有 害 と な っ た り す る お そ れ の あ る 状 態 、 著 し く 景 観

を 損 な っ て い る 状 態 、 周 辺 の 生 活 環 境 の 保 全 の た め に 放 置 す る こ と が 不 適 切 で あ る 状 態 の も の で 行 政 が 指 定 し た 空 き

家 を い う 。

◆櫛羅浄水場の電気室（中央監視室）
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政策６-１ 自然環境

●市民、事業者、行政等の環境に配慮した取組や行動によって、豊かな自然を守

り、自然環境と共生するまちを目指します。

●資源ごみの分別・リサイクルの徹底、ごみの減量化等による循環型社会・低炭

素社会の実現を目指します。

省 エ ネ ル ギ ー 、 地 球 温 暖 化 、 循 環 型 社

会、3R、食品ロス、ごみの減量化、資源

ごみ、低炭素社会、電気自動車、再生可

能エネルギー、木質バイオマス

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

田園・山林・河川等の自然
的環境に満足している市民
の割合

市民アンケートで「満足」「やや
満足」と回答した市民の割合 54%（※） 65%

●本市の面積の約半数を森林が占め、市内各所に田園風景が広がっており、こうした

豊かな緑は本市の貴重な自然資源であることから、経済・社会活動への影響も考慮

しつつ、経済・社会・環境のバランスを取りながら、市民、事業者、行政等とともに環

境保全に向けた取組が必要です。

●一般家庭から出る可燃ごみの有料化の実施やごみの分別・減量化等に取り組んで

いるところであり、今後も環境に配慮した3R※1（Reduce「リデュース」、Reuse「リ

ユース」、Recycle「リサイクル」）をベースとする循環型社会の実現に向けた取組

が求められます。また、食品ロス※2等に市民、事業者、行政が一体となって取り組み、

食品廃棄物の減量化、有効活用を考えていく必要があります。

●

キーワード

●御所市廃棄物の処理及び再利用の促進
に関する条例

●御所市家庭生ごみ処理容器等設置費補
助金交付要綱

●御所市一般廃棄物（ごみ・生活排水）処理
基本計画

分野6 自然と歴史・文化を活かすまち 自然・歴史

（ ※ ） 御 所 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り

●暮らしや産業を支えるエネルギーを取り

巻く状況は大きく変化しており、次世代

エネルギー（水素、バイオ燃料）の活用

や、環境に配慮したモビリティの導入等

による低炭素社会の実現に取り組んで

いくことが必要です。

◆ 家庭ごみ等の収集
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施策と主な取組

●エコバッグの活用や、ごみの減量化、食品ロスの削減、3Rを実践する等、本市の

豊かな自然を守り、循環型社会の構築、低炭素社会の実現に向けた行動を心が

けます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.環境保全 環境に配慮したまちづくりを推進す
るため、公共施設等における省エネル
ギー・新エネルギー機器の導入の促進
を図ります。

本市の貴重な財産である豊かな自
然 環 境 の 保 全 意 識 の 向 上 を 図 る こ と
が で き る よ う 、 市 民 を 対 象 と し た 環 境
学習や啓発の充実を図ります。

●環境に配慮した公共施設等
の整備・運営

●環境保全の啓発

2.循環型社会
の推進

循 環 型 社 会 の 構 築 に 向 け て 、 市 民
や事業者等の協力を得ながら、ごみの
減量化と資源化等に取り組みます。

市民のごみ出しの負担軽減や効果
的なごみの収集の観点から、不燃ごみ
の戸別収集等を行います。

●3Rの推進
●可燃ごみの減量化の徹底
●事業系廃棄物処理の適正化
●不燃ごみの戸別収集

3.低炭素社会
の実現

低 炭 素 社 会 の 構 築 に 向 け て 、 市 民
や事業者等と連携しながら、省エネル
ギ ー へ の 取 組 や 森 林資源 を 活 用 した
木質バイオマス※3事業等を推進します。

●環境に配慮したモビリティの
導入

●CO2排出抑制が可能な木質
バイオマス燃料の利活用

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

やまとクリーンパークの施設見学団体数（御所市内の団体） 3団体 5団体

やまとクリーンパークへの可燃ごみ搬入量 9，377トン 7，352トン

生ごみ処理容器等設置費補助件数 5件 15件

リサイクルされたごみの量（資源回収率） 10.4％ 12.6％

1日1人あたりの家庭系ごみ排出量 651.6ｇ/人 623.1ｇ/人

電気自動車（公用車）の導入台数 0台 1台

用語解説

※ 1 3 R ： R e d u c e （ リ デ ュ ー ス ） ・ R e u s e （ リ ユ ー ス ) ・ R e c y c l e （ リ サ イ ク ル ） の ３ つ の R の 総 称 。 R e d u c e は 必 要 の な

い も の は 買 わ な い 、 使 い 捨 て の も の 等 ゴ ミ に な り そ う な も の は 利 用 し な い こ と 等 に よ り 、 ゴ ミ の 量 を 「 減 ら す 」 こ と 。

R e u s e は 不 要 に な っ た も の を 捨 て る の で は な く 、 必 要 に 応 じ て 、 修 理 、 洗 浄 等 を 行 っ た 上 で 、 「 も う 一 度 （ 何 度 も ） 使

う 」 こ と 。 R e c y c l e は 不 要 に な っ た も の を 捨 て る の で は な く 、 収 集 し て 一 度 原 材 料 に 戻 し た う え で 製 品 と し て 「 再 生 利

用 す る 」 こ と 。

※ 2 食 品 ロ ス ： 食 べ 残 し 、 売 れ 残 り 、 消 費 期 限 が 近 い 等 、 本 来 食 べ る こ と が で き る に も 関 わ ら ず 捨 て ら れ て し ま う 食 品 の こ と 。

※ 3 木 質 バ イ オ マ ス ： 主 に 、 樹 木 の 伐 採 や 造 材 の 時 に 発 生 し た 枝 、 葉 等 の 林 地 残 材 、 住 宅 の 解 体 材 や 街 路 樹 の 剪 定 枝 等

の 木 材 等 、 木 質 の 再 生 可 能 な 有 機 性 資 源 の こ と 。
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政策６-２ 生活環境

●市民や事業者等により地域の美化活動が主体的に行われ、散乱ごみのない美

しいまちを目指します。

●河川やため池等の水辺の環境を活かし守るまちを目指します。

●緑豊かな自然と調和するように、大規模建築物や屋外広告物等を適切に誘導

し、良好な景観が形成されるまちを目指します。

●公園・緑地を地域の人々と協働で保全し、市民の憩いの場や地域コミュニティ

の場として活用されるまちを目指します。

クリーンアップキャンペーン、騒音、水質

汚染、環境美化、ごみのポイ捨て、水辺

環境、河川、ため池、ふれあい収集、キッ

ズセキュリティ、景観形成、公園、緑地、

公園の長寿命化、緑化推進

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

心地の良い環境のまちづくり
に満足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

56% 65%

●自然との調和を図り良好な生活環境に恵まれたまちをつくるためには、市民一人ひ

とりの美化意識を高揚させるとともに、市民、事業者、行政等が連携を強めて、美化

活動に取り組むことが必要です。また、美しい緑や水を守り活かしていくため、公園・

緑地や河川の適切な維持管理・保全等を継続していくことが必要です。

●一般家庭ごみの収集を通して、独居世帯の安否確認（ふれあい収集※）や子どもの

見守り活動（キッズセキュリティ※）を実施しており、これからも地域住民と一体となっ

て地域の安心・安全や環境衛生の保全に向けた一層の取組が必要です。

●本市の地域特性である緑豊かな景観を後世へつなぐために、景観法の基本理念を

踏まえながら、本市にふさわしい景観づくりに向けたコンセプトづくりや景観形成の

ためのルールづくりを検討していくことが求められます。

●公園は、市民アンケートからも利用ニーズの高い施設となっていますが、遊具や公園

施設の老朽化が進んでいることから、市民が安心して利用することができるとともに、

憩いの場や新たなコミュニティの場となるように、市民と連携・協働で適正な維持管

理を行い、保全していく必要があります。

キーワード

●御所市都市公園条例

●御所市一般廃棄物（ごみ・生活排水）処理
基本計画

●御所市公共施設等総合管理計画

●御所市公園施設長寿命化計画

分野6 自然と歴史・文化を活かすまち 自然・歴史
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施策と主な取組

●一人ひとりがごみの分別を徹底するだけでなく、河川・道路の清掃活動への参加

や緑化の推進、生活排水対策に取り組む等、豊かな緑と美しい水環境を守り活

かす行動を心がけます。

●事業者等は、屋外広告物や太陽光パネルに関する本市のルールを遵守し、良好

な景観の形成に努めます。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.環境美化の
推進

市 民 、 事 業 者 、 行 政 等 が 連 携 し て 、 清
掃等の環境美化の ための取 組 を推 進 し
ます。

また、騒音や水質汚染等から市民の安
全を守るため、公害対策を推進します。

● ク リ ー ン ア ッ プ キ ャ ン ペ ー
ンの推進

●騒音、水質汚染等の公害
対策の推進

●狂犬病予防注射の推進

2.良好な景観
の形成

快適な生活環境を維持するため、屋外
広告物や近年乱立する太陽光パネル等
の適切な管理を行うことにより、良好な景
観を形成します。

市街 地に おいて良 好 な 景 観 の形 成 に
影響をもたらす大規模な建築物等につい
ては、用途や高さ等を適切に誘導します。

●屋外広告物の規制
●太陽光パネル設置管理の

適正化
●地域資源を活かした景観

保全の推進

3.公園・緑地の
保全

市民が安全・快適に公園を利用できる
よう、市が管理する都市公園や児童公園
等 の 保 守 点検 を定 期 的 に 行 う と と も に 、
順次改修を行います。また、緑地の保全と
緑化を計画的に進めます。

●公園施設の適切な維持管理
●公園施設の改修

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

公共下水道・合併処理浄化槽の割合（生活排水処理率） 46％ 54.7％

違反屋外広告物簡易除去件数 11件 5件

遊具を更新した都市公園数（累計） 5箇所 13箇所

用語解説

※ ふ れ あ い 収 集 、 キ ッ ズ セ キ ュ リ テ ィ ： ご み の 収 集 作 業 時 に 、 収 集 車 両 の 運 転 手 や 助 手 等 を 各 収 集 コ ー ス に 定 着 さ せ る こ

と で 、 ご み の 収 集 業 務 を 行 う だ け で な く 、 高 齢 世 帯 の 把 握 や 独 居 世 帯 の 安 否 確 認 を 行 い 、 地 域 住 民 と 一 体 と な っ て 地 域

の 安 全 、 防 犯 に 役 立 て る 取 組 （ ふ れ あ い 収 集 ） と 、 不 審 車 両 の 確 認 や 不 審 者 情 報 を 、 子 ど も を 守 る 市 民 団 体 等 と 情 報 共

有 し 、 地 域 と 一 体 と な っ て 子 ど も の 安 全 を 確 保 す る 取 組 （ キ ッ ズ セ キ ュ リ テ ィ ） の こ と 。

◆ 葛城公園
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政策６-３ 歴史・文化

●貴重な歴史・文化資源を守り、その魅力を積極的に発信するまちを目指します。

●歴史・文化資源や伝統文化を次代へと継承し、地域への愛着を育むまちを目指

します。

古墳、遺跡、文化財、重要文化財、指定

文化財、御所まち、町家保存、重要伝統

的建造物群保存地区、まちなみ、背割下

水、神社・仏閣、伝統行事、民俗文化財

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

地域文化の継承と発信に満
足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

61% 70%

●本市には、貴重な古墳や遺跡、由緒ある神社・仏閣等の文化財が未指定のものを含

め多数存在することから、これらを適切に調査・保存し、整備・活用を進め、歴史の息

吹を感じることができる環境づくりを目指す必要があります。

●江戸時代からの伝統的な家並みを多く残す「御所まち」は、趣のある町家や環濠※1・

背割下水※2等、往時の面影に思いを馳せることができる魅力あふれるエリアとなっ

ており、これらの貴重な歴史的景観の保護・活用に取り組み、まちづくりにつなげてい

くことが必要です。

●伝統行事等の民俗文化財を次代に継承していくため、市内各地のトンドや献灯行事、

祭礼等を身近に感じられる機会を創出し、市民の学習意欲や愛護意識を啓発するた

めの取組が必要です。また、失われつつある民俗文化財等の記録保存を、積極的に

進める必要があります。

キーワード

●御所市文化財保護条例

●御所市都市計画マスタープラン

●御所中心市街地地区まちづくり基本構想

●御所中心市街地地区街なみ環境整備事
業計画

分野6 自然と歴史・文化を活かすまち 自然・歴史
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施策と主な取組

●地域の歴史・文化に興味を持ち、積極的に学ぶことにより、本市の魅力を次世代

に継承します。

●本市の貴重な歴史・文化資源の保全・継承に向けて、行政や関係機関等が進め

る取組に協力します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1. 歴 史 ・ 文 化
資源の保存
と活用

市 内 に 所 在 す る 貴 重 な 歴
史 ・ 文 化 資 源 を 調 査 ・ 保 存 ・ 活
用するための取組を推進します。

「 御所まち」の歴史的なま ち
なみを保存するため、重要伝統
的建造物群保存地区※3選定に
向 け た 住 民 意 識 の 高 揚 を 図 り
ます。

●保存と活用に向けた文化財調査全
般の推進

●文化財調査成果に関する情報発信
の推進

●歴史的なまちなみと調和した建物の
修景整備等の実施

2.文化の振興 本 市 が 有 す る 貴 重 な 歴 史 ・
文化資源 を活用した文化の振
興を図っていくため、講演会や
学 習 会 、 企 画 展 示 等 の 開 催 を
通じて、市民の意識啓発を図る
とともに、まちの魅力づくりを推
進します。

●本市の歴史や文化財に関し学ぶこ
とができる講座の実施

● 学 校 教 育 に お け る 歴 史 、 郷 土 学 習
への活用の推進

●文化財に関する企画展及び講演会
の開催

●歴史・文化資源を活用した魅力ある
まちづくり

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

御所まち 町家調査件数（累計） 60件 90件

歴史・文化講座、授業の開催回数 0回 5回

文化財保護に係る企画展及び講演会来場者数 800人 800人

用語解説

※ 1 環 濠 ： 元 来 は 集 落 の 範 囲 を 示 す 掘 割 状 の 施 設 で あ っ た が 、 中 世 の 社 会 的 な 混 乱 期 、 寺 内 町 等 で は 外 敵 か ら の 防 御

を 目 的 と し て 設 置 さ れ る こ と が 多 く な っ た 。

※ 2 背 割 下 水 ： 中 世 の 御 所 ま ち の 整 備 に 伴 い 、 1 7 世 紀 初 頭 に 整 備 さ れ た 下 水 施 設 。 現 在 も 雨 水 等 の 排 水 施 設 と し て 利

用 さ れ て お り 、 御 所 ま ち の 先 進 的 な 都 市 計 画 を 示 す 貴 重 な 遺 構 で あ る 。

※ 3 重 要 伝 統 的 建 造 物 群 保 存 地 区 ： 政 策 ３ － １ 参 照 。

◆鴨山口神社 秋季大祭
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政策７-１ 広報広聴・シティプロモーション

●広報紙やホームページのほか、SNS※1等も活用し、若い世代にも市の情報が

届くような広報の実現を目指します。

●市民の意見を取り入れる機会を拡充し、活力に満ちた市民生活や個性豊かな

地域社会を確立するため、市民の声を反映したまちづくりを目指します。

●市内外へのシティプロモーション※2活動により、市民が住み続けたい、まちの良

さを語りたいと思えるまちづくり、誰もが本市に訪れてみたい、住んでみたいと

思えるまちづくりを目指します。

情報提供、情報開示、パブリックコメント、

まちづくり出前トーク、みんなのご意見箱、

市 長 へ の メ ー ル 、 オ ー プ ン デ ー タ ※3 、

チ ャ ッ ト ボ ッ ト 、 SNS 、 広 報 紙 、 ホ ー ム

ページ、御所ガール、プレスリリース、シ

ティプロモーション

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

市民主体のまちづくりに満
足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

63% 70%

●少子高齢化が進展する中で持続可能なまちづくりを実現していくためには、広報・広

聴活動の一層の強化を図り、市民が主体的にまちづくりに関わり、市民と行政が協

働で取組を推進していくことが必要です。

●パブリックコメント ※4や会議等を通して、施策等の形成過程における公正の確保及

び透明性の向上、市民の声を様々な施策に反映させるために、市民が市政へ積極的

に参画できるよう機会の充実が求められます。

キーワード

●御所市情報公開条例

●御所市個人情報保護条例

●御所市みんなの夢事業応援補助金交付要綱

●御所市ふるさと創生まちづくり補助金交付要綱

●御所市まちづくり出前トーク実施要綱

分野7 市民とともに推進する持続可能なまち 協働・行財政運営

●市の情報を分かりやすく、すべての市民へ届ける

ために、広報紙やホームページに加え、SNS等の

新たな情報発信のツールを有効に活用した取組

の充実が求められます。さらに、市の取組や魅力

を市外だけでなく、市内にも広く発信し、シティプ

ロモーションとして“御所市”のイメージを高めるこ

とで、地元の良さを知る機会の増加、若年層のま

ちづくりに対する関心や参加意欲の向上等につな

げていきます。 ◆ 御所市のマスコットキャラクター
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施策と主な取組

●市の制度や市政情報に興味を持ち、公開されている情報を積極的に把握します。

●市政や市のまちづくり活動に対し、積極的に参加するとともに意見・提案を行います。

●市の魅力を市内外へ向けて積極的に発信します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.広報・広聴の
充実

広 報 紙 や ホ ー ム ペ ー ジ 、
SNS 等 を 活 用 し 、 市 政 情 報 を
市 民 に 広 く 、 分 か り や す く 発 信
し ま す。 ま た 、 多 様 な メ ディア を
積極的に活用し、市の魅力を市
内外に向けて発信します。

意見公募手続（パブリックコ
メ ン ト ） 制 度 や ま ち づ く り 出 前
トーク、各種計画策定過程で実
施する市民アンケート等を通じ
て、市民の意見や提案を収集し、
市の施策へ反映します。

●情報公開の推進
●個人情報保護の取組の推進
●パブリックコメント制度の活用促進
●まちづくり出前トークの推進
●市民主体のまちおこしに対する支援

（みんなの夢応援事業、ふるさと創
生まちづくり事業）

● 広 報 紙 ・ ホ ー ム ペ ー ジ 等 で の 情 報
発信

●メディア・SNSの活用

2. シ テ ィ プ ロ
モーションの
強化

“ 御 所 市 ” の イ メ ー ジ を 高 め
る 取 組 と 魅 力 を 市 内 外 に 向 け
て発信します。また、市民に対し
て も プ ロ モ ー シ ョ ン 活 動 を 行 う
こ と で シ ビ ッ ク プ ラ イ ド ※5 を 醸
成し、市のまちづくりに関わりた
く な る よ う な 機 運 を 高 め 、 積 極
的 に ま ち づ く り に 参 加 し て も ら
えるような仕組み・仕掛けづくり
を行います。

●産官学民連携によるまちづくり（各
種イベント、計画、地域活動）の推進

●市マスコットキャラクター・ロゴマー
クの活用

●ふるさと納税返礼品の発信
●ブランドイメージの発信
●御所市のファンづくり
●市職員のプロモーション意識の向上

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

チャットボット※6利用件数 ― 2，000件

まちづくり出前トークの依頼件数 20件 25件

みんなの夢事業応募件数 2件 3件

御所市公式LINEの友だち数 700人 1，700人

ホームページの閲覧数 103，557回 106，000回

プレスリリース※7件数 48件 60件

用語解説

※ 1 S N S ： 政 策 ４ － ３ 参 照 。

※ 2 シ テ ィ プ ロ モ ー シ ョ ン ： 市 の 認 知 度 の 向 上 や 、 地 域 の 魅 力 の 発 掘 と 市 内 外 へ の 魅 力 発 信 を 通 じ て 、 市 民 の シ ビ ッ ク プ
ラ イ ド の 醸 成 を 図 る と と も に 、 市 外 か ら も 経 営 資 源 の 獲 得 を 目 指 す こ と 。

※ 3 オ ー プ ン デ ー タ ： 国 、 地 方 公 共 団 体 お よ び 事 業 者 が 保 有 す る 官 民 デ ー タ の う ち 、 誰 も が イ ン タ ー ネ ッ ト 等 を 通 じ て 容 易
に 加 工 、 編 集 、 再 配 布 等 が で き る よ う に 公 開 さ れ た デ ー タ 。

※ 4 パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト ： 意 見 公 募 手 続 の こ と で 、 行 政 機 関 が 計 画 や 条 例 等 を 定 め る 際 に 、 事 前 に 案 を 示 し 、 そ の 案 に つ い
て 広 く 市 民 か ら 意 見 や 情 報 を 募 集 す る も の 。

※ 5 シ ビ ッ ク プ ラ イ ド ： 単 な る 郷 土 愛 と は 異 な り 、 都 市 に 対 し て 「 愛 着 」 と 「 誇 り 」 を も っ て 、 市 民 が ま ち づ く り に 関 わ り 、 ま ち
を 良 く し て い こ う と す る 気 持 ち 。

※ 6 チ ャ ッ ト ボ ッ ト ： チ ャ ッ ト （ c h a t ） と ロ ボ ッ ト ( r o b o t ) を 組 み 合 わ せ た 造 語 で あ り 、 入 力 し た 質 問 等 に 関 し て 、 A I （ 人 工
知 能 ） が 自 動 的 に 応 答 す る シ ス テ ム の こ と 。

※ 7 プ レ ス リ リ ー ス ： 広 報 の た め に 報 道 関 係 者 に 向 け て す る 発 表 。
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政策７-２ 自治体経営

●財政健全化と行財政運営の効率化、組織マネジメントの推進により、持続可能
なまちづくりを目指します。

●市職員の意識改革を進めるとともに個人のスキルアップを図ります。

財政健全化、地方公会計制度、業務の

効率化、スマート自治体、AI、RPA、コン

ビニ交付、キャッシュレス、マイナンバー

カード、行財政改革、アウトソーシング、

公共施設マネジメント、PPP/PFI

指標名 指標の定義 基準値
（2020年度）

目標値
（2029年度）

行政サービスが効率的に提
供されていると思う市民の
割合

市民アンケートで「とてもそう
思う」「少しそう思う」と回答し
た市民の割合

33%（※） 60%

●再生アクションプラン及び財政健全化計画に基づき、市民や関係団体、事業者等と協

働で取組を進めたことにより財政健全化団体から脱却することができましたが、将来

の人口の推移等を展望すると、引き続き行財政改革に取り組んでいく必要があります。

●平成29年4月に過疎地域として指定され、過疎対策事業債の発行により国から財

政上の特別措置を受けながら事業を展開してきましたが、今後、地方債残高の増加

は避けられないことから、将来負担比率の上昇を抑えるために、より一層の費用対効

果を念頭に置き、各種大型の公共事業の選択（優先順位付け）や事業費の平準化

等に取り組み、中長期の計画的な視点を持った財政運営が必要になります。

●

キーワード

●御所市公共施設等総合管理計画

●御所市特定事業主行動計画

●御所市定員適正化計画

●御所市人材育成基本方針

●御所市都市計画マスタープラン

●御所市水道事業経営戦略

●御所市下水道事業経営戦略

分野7 市民とともに推進する持続可能なまち 協働・行財政運営

（ ※ ） 御 所 市 都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン 策 定 に 基 づ く 市 民 ア ン ケ ー ト の 結 果 よ り

●これからも厳しい財政運営が続くと見込まれ

るため、強固な財政基盤の構築に向け、自主

財源の確保に取り組み、計画的な行財政運

営 を 進 め る 必 要 が あ り ま す 。 ま た 、 AI や

RPA※1等 の 先 進 技 術 の 導 入 に よ る 行 財 政

運営、公共施設マネジメント等のより一層の

効率化が図られた取組が求められます。

●公共施設の老朽化が進行しており、中長期的

な視点で財政負担の平準化を図りながら、施

設の更新・統廃合・長寿命化が必要となります。 ◆ 御所市役所の庁舎
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施策と主な取組

●市の財政について興味を持ち、現状を把握した上で、改善が必要なことに関して

は市へ提案します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.健全な行財
政運営

行財政運営の健全化に向け
て、市税等の徴収強化による歳
入の確保とともに、民間人材の
活用や民間委託の導入等によ
り支出の抑制に努めます。

●市税等の徴収強化
●地方公営企業の経営健全化
●大型の公共事業の平準化
●健全で効率・効果的な財政運営

2.行財政運営
の効率化

行 政 事 務 の 効 率 化 や 行 政
サービスの向上につなげるため、
行政事務への先進的技術の導
入や窓口業務の効率化等を図
ります。

●行政事務への先進的技術の導入
●住民サービスの向上（コンビニ交付、

キャッシュレス※2納税等）
●窓口業務の効率化
●戸籍事務へのマイナンバー制度の導入
●マイナンバーカードの交付率向上

3.組織の適正
化 と 人 材 の
育成・強化

職 員 数 及 び 人 員 配 置 の さ ら
なる適正化を図ります。

人事評価制度や研修制度の
充実等により、職員の職務意識
や能力の向上を図ります。

●人事評価制度の活用
●研修制度の充実

4.公共施設マ
ネジメントの
推進

財 政 負 担 の 軽 減 ・ 平 準 化 と
財源の確保につなげるため、市
の公有財産の有効活用を図る
と と も に 、 公 共 施 設 の 更 新 ・ 統
廃 合 ・ 長 寿 命 化 等 を 計 画 的 に
進めます。

●公有財産の活用の推進
●PPP/PFI※3による施設管理・運営

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

市税徴収率（現年度） 98.29％ 99.2％

自主財源比率 28.1％ 33.9％

経常収支比率 104.3％ 100％

財政力指数 0.41 0.44

コンビニ交付発行件数 511件 1，000件

マイナンバーカードの交付率 18％ 100％

職員能力開発研修実施数 4研修 8研修

御所市公共施設等総合管理計画に基づく施設分類ごとの個別
施設計画の策定率

62.5％ 75％

用語解説

※ 1 R P A ： R o b o t i c P r o c e s s A u t o m a t i o n （ ロ ボ ッ ト に よ る 業 務 自 動 化 ） の 略 で あ り 、 こ れ ま で 人 間 が 行 っ て き た 定
型 的 な パ ソ コ ン 操 作 を ソ フ ト ウ ェ ア の ロ ボ ッ ト に よ り 自 動 化 す る も の で あ る 。

※ 2 キ ャ ッ シ ュ レ ス ： お 札 や 小 銭 等 の 現 金 を 使 用 せ ず に お 金 を 支 払 う こ と 。

※ 3 P P P / P F I : P P P は P u b l i c P r i v a t e P a r t n e r s h i p の 略 で 官 民 連 携 の こ と で あ る 、 P F I は P r i v a t e F i n a n c e
I n i t i a t i v e の 略 で 、 P P P の 手 法 の 一 つ で あ り 、 国 や 地 方 公 共 団 体 等 が 直 接 実 施 す る よ り も 効 率 的 か つ 効 果 的 に 公
共 サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に 、 公 共 施 設 等 の 建 設 、 維 持 管 理 、 運 営 等 を 民 間 の 資 金 、 経 営 能 力 及 び 技 術 的 に 活 用 し
て 行 う 手 法 の こ と 。
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政策７-３ 協働・連携

●地域でのコミュニティ活動を軸にしながら、各種市民活動等のさらなる展開を

支援することで、市民協働のまちづくりを目指します。

●市単独では解決が困難なまちづくりの課題に対し、自治体間や多様な主体と連

携を図り、効率的・効果的なまちづくりの推進を目指します。

協働、参画、地域コミュニティ、広域連携、

一部事務組合、市町村事務の共同処理、

ボランティア、NPO、産官学民連携

指標名 指標の定義 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

市民と行政の連携に満足し
ている市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

57% 65%

コミュニティ活動の促進に満
足している市民の割合

市民アンケートで「満足」「や
や満足」「ふつう」と回答した
市民の割合

64% 70%

●少子高齢化が進展する中で持続可能なまちづくりを実現していくためには、市民が主

体的にまちづくりに関わり、市民と行政が協働で取組を推進していくことが必要です。

●市単独での課題解決が困難なまちづくりの分野については、自治体間や多様な主体

との連携を進めていますが、今後、より効率的・効果的にまちづくりを推進するために、

一層の連携強化を図っていくことが必要です。

●市民アンケートでは、「市民と行政の協働によるまちづくり（環境保全活動やイベント

活動、防災・減災に関する活動等）」に「参加したことがない」と回答した人が全体で

約2割を占めていますが、年齢別でみると、20歳代と30歳代では約5割が「参加し

たことがない」と回答しており、他の年齢層よりも高くなっています。このため、若年層

を中心に、まちづくりの主体としての参加促進を図っていくことが必要です。

キーワード

●御所市功労者表彰条例

●御所市選奨条例

●やまと広域環境衛生事務組合規約

●奈良県葛城地区清掃事務組合規約

●奈良県広域消防組合規約

分野7 市民とともに推進する持続可能なまち 協働・行財政運営
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施策と主な取組

●市民や関係団体、事業者等は、より良いまちの実現を目指すために、まちづくり活

動に積極的に参加し、市と連携・協働します。

市民の役割

取組指標

施 策 主 な 取 組

1.市民協働の
まちづくり

市民がまちづくりに主体的か
つ積極的に関わることができる
よう、市民同士の交流や市民の
活動を支援します。

市 の 計 画 策定 過 程 に お け る
会議への出席や市民アンケート
への協力等を通じて、市民がま
ちづくりに参加する機会の充実
を図ります。

●市民が集い交流できる場所づくり
●自治会連合会の活動支援
●御所市功労者・選奨者の表彰の実施
●市の計画策定等における市民参画

の促進

2. 自 治 体 間
連携

広域的な地域課題の解決に
向けて、地域の文化、ごみ処理、
観 光 、 保 険 、 水 道 等 、 様 々 な 分
野で自治体間連携に向けた取
組を進めます。

● 三 市 交 流 事 業 の 推 進 （ 御 所 市 、 羽
曳野市、亀山市）

●葛城地域観光協議会での観光への
取組の促進

●国民健康保険事業や水道事業の広
域化の推進

● ご み 処 理 の 広 域 化 （ や ま と 広 域 環
境衛生事務組合）

●し尿処理の広域化（奈良県葛城地
区清掃事務組合）

●消防の広域化（奈良県広域消防組合）

3.多様な主体
との連携

市内で活躍する関係団体や
事業者、学校、研究機関等と連
携 し て 地 域 課 題 に 取 り 組 ん で
いくため、団体等が取り組む活
動への支援や連携・協働する機
会の充実等を図ります。

● ボ ラ ン テ ィ ア ・ NPO※ 活 動 に 対 す る
支援

●産官学民連携の推進

指 標 名 基準値
（2019年度）

目標値
（2029年度）

公募による市民委員が参画している会議数 7件 8件

県・市町村の広域連携事業数 4事業 5事業

ボランティア団体の登録数 25団体 30団体

用語解説

※ N P O ： N o n - P r o f i t O r g a n i z a t i o n ま た は N o t - f o r - P r o f i t O r g a n i z a t i o n の 略 称 で 、 様 々 な 社 会 貢 献 活 動 を

行 い 、 収 益 を 目 的 と せ ず 、 事 業 で 得 た 収 益 は 団 体 の 構 成 員 に 対 し 分 配 せ ず 、 様 々 な 社 会 貢 献 活 動 に 充 て る 団 体 の こ と 。

◆ 学生たちによるまちづくりミーティング
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1．市長の諮問

御 市 企 第 １ ３ 号
令 和 ２ 年 １ 月 ２ ７ 日

御 所 市 総 合 計 画 審 議 会
会 長 小 松 原 尚 様

御 所 市 長 東 川 裕

御 所 市 総 合 計 画 （ 案 ） に つ い て （ 諮 問 ）

御所市総合計画審議会条例（昭和４６年御所市条例第１号）第２条の規定に基づ

き、御所市第６次総合計画（基本構想・基本計画）の策定について、貴審議会の意見

を求めます。
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2．審議会の答申

令 和 ３ 年 ２ 月 ２ ４ 日

御 所 市 長 東 川 裕 様

御 所 市 第 ６ 次 総 合 計 画 の 基 本 構 想 及 び 基 本 計 画 に つ い て （ 答 申 ）

令和２年１月２７日付け御市企第１３号で諮問のありました、御所市第６次総合計

画について、当審議会において慎重に審議した結果、次のとおり結論を得ましたので、

ここに答申いたします。

なお、御所市第６次総合計画の推進にあたっては、下記事項に充分配慮し、各施

策を着実に実施していただくよう強く要望します。

記

御所市には豊かな自然と悠久の歴史が数多く存在し、これらは市民アンケートなど

からも市の強みとして重要視されていることから、この度の将来都市像に掲げる「行

きたい、住みたい、語りたい。～自然と歴史を誇れるまち ごせ～」の実現に向け、本市

の魅力を最大限に活かし、後世へと繋がる自然と歴史が調和したまちづくりを進めて

いただきたい。

御所市第６次総合計画は、市民にとってわかりやすい計画となるよう工夫されてい

るが、計画の趣旨及び内容について、市広報紙やホームページ、ＳＮＳなどを活用し、

広く周知するとともに市民協働によるまちづくりをより一層推進するため、市民や関

係団体などがまちづくりに関わる機会を積極的に創出いただきたい。

人口減少や少子高齢化などによる社会情勢の変化、多様化する市民ニーズを的

確に捉え、実効性の高い計画となるよう各分野の事業の取組を積極的に展開・推進

するとともに、持続可能な行財政運営を図られたい。また、集中豪雨・大規模地震な

どの自然災害や新たな感染症の蔓延防止への対策などにあたり平時から十分に備

えるとともに、有事の際は柔軟で迅速に対応していただきたい。

これまでの答申に向けた審議の過程で審議会委員より提言された意見などにつ

いては、十分に考慮のうえ計画を遂行いただきたい。また、御所市第６次総合計画の

進行管理にあたっては、事業が効果的に実施されるよう、適正な指標を設定し、客観

的な事業評価により計画の進捗状況を把握するとともに、計画の推進と予算配分を

連動させるなど、市民に成果が見える取組に努めていただきたい。

御 所 市 総 合 計 画 審 議 会
会 長 小 松 原 尚
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3．御所市総合計画審議会条例



85

4．御所市総合計画審議会委員名簿

役職 所属 委員名 任期

会長 奈良県立大学教授 小松原 尚 R2年1月27日～

副会長 御所市議会議長 小松 久展
R2年1月27日～
R2年5月11日

委員 御所市議会副議長 南 満
R2年1月27日～
R2年5月11日

委員 御所市議会総務文教委員
山田 秀士

R2年1月27日～
R2年5月11日

生川 真也 R2年5月12日～

委員 御所市議会厚生建設委員
中谷 文雄

R2年1月27日～
R2年5月11日

齋藤 聡 R2年5月12日～

委員 御所市経済クラブ会長 山下 幸則 R2年1月27日～

委員 御所市農業委員会会長 壷井 和子 R2年1月27日～

委員 奈良県広域消防組合御所消防署長
長谷川 辰夫

R2年1月27日～
R2年3月31日

辻井 義明 R2年4月1日～

委員 奈良県高田警察署御所警察庁舎所長
山中 啓幸

R2年1月27日～
R2年3月2日

柴田 訓良 R2年3月3日～

委員 教育長職務代理者 北村 恭康 R2年1月27日～

委員 御所市自治会連合会副会長
仲川 哲

R2年1月27日～
R2年7月12日

西本 登美雄 R2年7月13日～

委員 御所市PTA連絡協議会顧問 有家 宗隆 R2年1月27日～

委員 御所市観光協会会長 川田 清治 R2年1月27日～

委員 御所市商工会会長 西邉 豊彦 R2年1月27日～

委員 御所市社会福祉協議会副会長 西本 忠彦 R2年1月27日～

委員 御所市人権教育推進協議会会長 田仲 敦三 R2年1月27日～

委員
葛城青年会議所御所地区推進委員会
委員長

正司 啓 R2年1月27日～

委員 御所市女性対策推進連絡協議会会長 深澤 千代子 R2年1月27日～

委員 御所市老人クラブ連合会会長
原田 英之

R2年1月27日～
R2年6月15日

上田 善啓 R2年6月16日～

委員 市民（公募委員） 原 務 R2年1月27日～

委員 市民（公募委員） 岩田 一男 R2年1月27日～

委員 市民（公募委員） 浪花 誠 R2年1月27日～

委員 市民（公募委員） 辰己 俊見 R2年1月27日～

委員 市民（公募委員） 中井 将一郎 R2年1月27日～

委員 市民（公募委員） 錦戸 晴代 R2年1月27日～



86

資

料

５．御所市総合計画の策定過程

年 月 日 会議内容

令和元年9月23日
コミックコンサート来場者に対するアンケート

総合計画策定の参考とするため市民の意見を収集

令和元年9月27日
～10月15日

市民アンケート
小中学生アンケート

総合計画策定の参考とするため市民の意見を収集

令和2年1月14日
第1回策定委員会

第6次総合計画の策定、第5次総合計画検証結果、アンケート調査結果
について

令和2年1月27日
第1回審議会

第6次総合計画の策定、第5次総合計画検証結果、アンケート調査結果
について

令和2年4月7日
第2回策定委員会

将来都市像（素案）の検討、団体ヒアリング、市民ワークショップについて

令和2年4月17日
第2回審議会（書面開催）

将来都市像（素案）の検討、団体ヒアリング、市民ワークショップについて

令和2年5月26日
～6月14日

45歳以下の若者を中心としたWEBアンケート
総合計画策定の参考とするため市民の意見を収集

令和2年5月29日
第3回策定委員会

基本計画の策定、職員研修・専門部会の開催について

令和2年6月9日
～6月21日

各種団体アンケート
総合計画策定の参考とするため市内で活動している各種団体の意見を
収集

令和2年6月18日
～6月19日

第6次総合計画策定のための職員研修
本市の現状と課題、国・県・他市町村の動向、今後の取組に関する
グループワーク

令和2年7月13日
第4回策定委員会

団体アンケート結果、WEBアンケート結果、基本構想（案）について

令和2年7月27日
～7月30日

各課ヒアリング
第6次総合計画策定のため、施策・事業に対するヒアリングを実施

令和2年8月5日
第1回策定委員会専門部会

基本構想（案）、基本計画の作成について

令和2年8月12日
第5回策定委員会

基本構想（案）、基本計画の作成について

令和2年8月31日
第3回審議会（書面開催）

基本構想（案）、基本計画の作成について

令和2年9月23日
～9月24日

第2回策定委員会専門部会
①子育て・教育・医療・福祉部会
②中心市街地・産業・自然・歴史部会
③防災・暮らし部会
④協働・行財政運営部会
基本計画の作成について

令和2年9月30日
第6回策定委員会

基本計画の作成について
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年 月 日 会議内容

令和2年10月26日
第7回策定委員会

基本計画（案）、パブリックコメントの実施について

令和2年10月29日
第4回審議会（書面開催）

基本計画（案）、パブリックコメントの実施について

令和2年11月19日
第8回策定委員会

総合計画（案）

令和3年1月6日
～1月19日

パブリックコメント
総合計画（案）

令和3年2月3日
御所市のまちづくりを考えるオンラインワークショップ

第6次総合計画やこれからのまちづくりを市長と語る会を開催

令和3年2月15日
第5回審議会（書面開催）

パブリックコメントの結果、答申書、オンラインワークショップの結果につ
いて

令和3年2月22日
第9回策定委員会

パブリックコメントの結果、答申書、オンラインワークショップの結果につ
いて

令和3年2月24日
審議会（会長）

総合計画答申



御 所 市 第 6 次
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将来
都市像

分 野 政 策 施 策

行
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と
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史
を
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れ
る
ま
ち

ご
せ
˜

1.若い世代が住みやすく、
豊かな心を育むまち

1-1 子育て支援
①出産・育児支援の充実
②子育て環境の充実
③子育て支援体制の充実

1-2 学校教育
①教育・学習環境の充実
②地域で支える教育の推進

1-3 社会教育
①青少年の健全育成
②生涯学習の推進
③スポーツの振興

1-4 人権・多文化共生
①人権教育・啓発、多文化共生の推進
②男女共同参画の推進

2.誰もが元気で豊かに
暮らせるまち

2-1 地域福祉
①地域福祉の充実・強化
②社会保障制度の運営

2-2 高齢者福祉
①適切な介護・福祉サービスの推進
②社会参加・生きがいづくり

2-3 障がい者福祉
①障がい者（児）福祉の充実
②社会参加・就労支援

2-4 保健・医療・健康
①保健・医療体制の充実
②健康づくりの推進

3.人が輝き、魅力のある
まち

3-1 中心市街地の活性化
①近鉄・JR御所駅周辺整備
②魅力あるまちなみの形成

3-2 地域活力の創造
①移住・定住の促進
②交流拠点づくり

4.地域経済が活性化し、
活力のあるまち

4-1 農林業
①農林業の経営基盤の充実
②農産物のブランド力向上と生産拡大
③多様な担い手の発掘・育成

4-2 商工業

①商工業の振興
②企業誘致
③創業支援
④物流拠点づくり

4-3 観光
①観光の振興
②魅力の創出・発信
③観光客受け入れ体制の充実

5.安全・安心な暮らしを
支える生活基盤が整
備されたまち

5-1 防災・消防
①防災の強化
②消防対策の充実

5-2 防犯・交通安全
①防犯・消費生活対策
②交通安全対策

5-3 土地利用・道路・交通
①計画性のある土地利用の推進
②道路の整備・維持管理
③公共交通の充実

5-4 生活基盤
①住まいづくり
②上下水道の整備
③火葬場・墓地の整備

6.自然と歴史・文化を
活かすまち

6-1 自然環境
①環境保全
②循環型社会の推進
③低炭素社会の実現

6-2 生活環境
①環境美化の推進
②良好な景観の形成
③公園・緑地の保全

6-3 歴史・文化
①歴史・文化資源の保存と活用
②文化の振興

7.市民とともに推進する
持続可能なまち

7-1 広報広聴・
シティプロモーション

①広報・広聴の充実
②シティプロモーションの強化

7-2 自治体経営

①健全な行財政運営
②行財政運営の効率化
③組織の適正化と人材の育成・強化
④公共施設マネジメントの推進

7-3 協働・連携
①市民協働のまちづくり
②自治体間連携
③多様な主体との連携
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子育て・教育

医療・福祉

中心市街地・にぎわい

産業・地域資源

防災・暮らし

自然・歴史

協働・
行財政運営

6．御所市第６次総合計画体系図
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総 合 計 画

御 所 市 第 2 次 総 合 戦 略
施策
1-1

施策
1-2

施策
1-3

施策
1-4

施策
1-5

施策
2-1

施策
2-2

施策
2-3

施策
3-1

施策
3-2

施策
3-3

●
● ●
●

●
●

●
●
● ● ●

●
●

●
●
●

● ●
●

● ● ●
● ● ●

● ●
● ● ● ●

●
●

●
● ●

●
● ●

●
● ●
● ●

●
●
●
●
●

●
● ●
● ●

●
●
● ●
●

●
●
●
●
● ●

●
●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

※左記の総合戦略の「施策」は、下記の施策パッケージの
番号に対応しています。

基本目標１ みんなが安心して暮らし続けられるまちづくり

施策パッケージ１-１ 市の玄関口からひろがるにぎわいの創出

１-１-１ 近鉄・JR御所駅及びその周辺の総合的な整備

１-１-２ 駅周辺のにぎわい創出

施策パッケージ１-2 生涯現役社会の実現

１-２-１ 予防を重視した健康づくり支援

１-２-２ 高齢者が生き生きと暮らせる環境の整備

１-２-３ スポーツや趣味の活動等生涯学習の促進

施策パッケージ１-3 自然環境に優しいまちづくり

１-３-１ 環境に配慮したモビリティの導入

１-３-２ 環境に配慮した公共施設等の整備・運営

１-３-３ 食品ロスの削減

施策パッケージ１-4 防災・防犯の強化

１-４-１ 防災の強化

１-４-2 防犯や見守りの強化

１-４-3 交通安全教室の推進

施策パッケージ１-5 住民の利便性向上

１-5-１ 公共交通アクセスの向上

１-5-2 ごみ出し（不燃ごみ）の負担軽減

１-5-3 行政事務への先進的技術の導入

基本目標2 若い世代の人も暮らしたいと感じられるまちづくり

施策パッケージ2-１ 若い世代を中心とした定住促進

2-１-１ 住宅補助制度の整備

施策パッケージ2-2 安心して出産・子育てができる環境づくり

2-２-１ 子育てにかかる経済的負担の軽減

2-２-２ 出産できる環境の整備

2-２-３ 子育て支援体制の整備・充実

施策パッケージ2-3 子どものための魅力ある教育環境の整備

2-３-１ 御所市の特色を活かした教育

2-３-２ 多様な学びの場の提供

基本目標3 地域資源を活用した、魅力的なまちづくり

施策パッケージ3-１ 多様な視点からの御所市の魅力向上

3-１-１ スポーツを通じた他都市との交流創出

3-１-2 シティプロモーションの推進

3-１-3 歴史・文化資源を活用した魅力づくり

3-１-4 食を活用した魅力づくり

3-１-5 空き家の有効活用

施策パッケージ3-2 御所市ならではの観光資源を活かした魅力づくり

3-２-１ インバウンドの促進

3-２-２ 健康志向の観光客向けの観光基盤整備

3-2-3 葛城山における魅力づくりの推進

3-２-4 観光地を巡る仕掛けづくり

施策パッケージ3-3 地域産業の活性化と雇用環境の整備

3-3-１ 地場産業の活性化

3-3-2 耕作放棄地や担い手不足を解消する農業の振興

3-3-3 新規事業者の誘致

3-3-4 誰もが働きやすい環境づくり
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7．御所市民憲章

御所市民憲章

わたくしたちは、歴史にはぐくまれ、

金剛・葛城の自然に恵まれた御所市の市民です。

ひとりひとりの努力と責任において、

より住みよい郷土となるよう、願いをこめ、

この憲章を定めます。

一、郷土と自然を愛し、花と緑につつまれた美しいまちをつくりましょう。

一、郷土のあゆみに誇りを持ち、遺跡や文化財を大切にし、新しい文化の創造に

つとめるまちをつくりましょう。

一、郷土につくした老人を敬い、未来をになうこどもたちの夢や若い力を伸ばし、

希望に燃えるまちをつくりましょう。

一、互いに親しみ合い、話し合い、支え合える心ゆたかなまちをつくりましょう。

一、互いの人権を守り、差別をなくし、平和で民主的な明るいまちをつくりましょう。

（昭和五十三年三月四日制定）

市 の 花 ／ つ つ じ
（ 昭 和 5 3 年 3 月 4 日 選 定 ）

市 章
（ 昭 和 3 3 年 3 月 3 1 日 制 定 ）

市 の 木 ／ く す の 木
（ 昭 和 5 3 年 3 月 4 日 選 定 ）



御所市第６次総合計画
行きたい、住みたい、語りたい。

～自然と歴史を誇れるまち ごせ～
（令和3年3月）

編集・発行 御所市総合政策部企画政策課

〒639-2298 奈良県御所市1番地の3

電話：0745-62-3001（代表）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

公式ホームページ http://www.city.gose.nara.jp/




